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新環境ガイドラインに基づく異議申立手続きに係る 
第１０回パブリック・コンサルテーションの模様について 

    
平成14年10月25日（金）、国際協力銀行８階会議室において、新環境ガイドラインに基づく異
議申立手続きに係る第１０回パブリック・コンサルテーションが開催され、50名以上の参加者
の下、積極的な議論が行われました。 
ここでは、会場の模様をお届けします。（なお、記名での発言の公開を希望された方について
は、参加者の名前を記名させて頂いています。ただし、参加者の皆様にご発言の内容は確認い
ただいていないため、文責は国際協力銀行にあることをご了解ください。） 
    

国際協力銀行からの出席者： 
総務部： 矢島次長、入柿課長、篠山調査役 
金融業務部： 藤田課長、天野調査役 
開発業務部： 山田課長、武貞調査役 
環境審査室： 高岡課長、五辺調査役 

 
矢島次長より冒頭挨拶 
 
議論 
（矢島次長） 
 事前にご覧になっていただいてるとは思いますが、まずは、論点というよりもむしろ、初め
てご覧になる方もいらっしゃると思いますので、順番にセカンドドラフトに沿って簡単にＪＢ
ＩＣ側から説明をしていただきたいと思います。ただ、その場合に、これまでのパブリック・
コンサルテーションで大きく議論になってオープンイシューになっております点がいくつか
ございます。あるいは、文言の整理が必要であるという点がございます。具体的には、例えば、
「基本原則」のところは文言の整理が必要である。それから、「申立の期間」はまだ方向性が
定まっていない。一定の方向性としては、原科先生のほうから、融資契約決定前の段階で投融
資部門が意見をどう聴取していくかというところをもう少し明確にルール化することによっ
て歩み寄りが見られるのではないかというご提言がございましたが、そのようなポイント。そ
れから、並行二重手続きについてどう取り扱っているかといった点。あとは、方向観は出てい
ると思いますが、文言の修正ということで「情報公開」の点が挙げられるのではないかと思い
ます。そのへんについては少し詳しく説明をしていただきながら、全体をまず説明していただ
きたいと思います。 
 それでは、ＪＢＩＣ、お願いします。 
 
（入柿課長） 
それでは、お手元にお配りした「環境社会配慮のための国際協力銀行ガイドライン異議申立

手続き要綱案改訂案」でございます。 
 まず「前文」のところでございます。ここについては維持したいと思っておりますが、前文
についてはコンサルテーションの経緯を記述するということでございまして、このコンサルテ
ーションがすべて終わったところでここは入れたいと考えております。前回のものはこのドラ
フトを出すまでのコンサルテーションの経緯でございましたので、全部が終わったところで再
度ドラフティングをして入れることとしたいと思います。そういう意味で全文削除していると
いうことでございます。 
 次のページでございます。まず異議申立手続きの「目的」のところでございますが、変更点
としましては、2番目の●のところで、「ガイドラインの不遵守を理由として生じた本行の投
融資案件に関する具体的な環境・社会問題にかかる紛争に関して、その迅速な解決のため、当
事者の合意に基づき」ということで、そのキャパシティを明確にすることにいたしました。 
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 最初の○のところの、この手続きの「目的」でございますが、「ガイドラインの遵守・不遵
守にかかる事実を調査し、結果を総裁に報告すること」と、2番目の「対話を促進すること」
と、この2点についてはこの場でほぼコンセンサスが得られたと思っております。 
 2番目の○の「基本原則」のところでございますが、ここは、ここでの議論のほぼ結論でご
ざいましたが、行動規範と機関の属性に絞って整理するという形にしております。新しく付け
加えたものが、まず「独立性」でございます。これは下のほうに、別の場所に書いてあったと
ころでございますが、これを「基本原則」のところに持ってきまして、「環境担当審査役は、
本行の投融資担当部署、さらに融資業務を行う業務部署および環境審査部署から独立した機関
として設置される」ということを明記いたしました。 
 一方、「中立性」「効率性」「迅速性」「透明性」については残してございますが、「補完
性」と「濫用の防止」につきましては、プロセスそのものの問題ということで、この「基本原
則」には入れずに、中のほうのプロセスのところで記述するという形に整理いたしました。 
 次の○でございます。こちらのほうは「環境担当審査役の権限と義務」ということで、当初
は「位置付けと役割」ということで入れておりましたが、ここのところは、明確に「権限と義
務」という形で整理いたしまして、文言を整理させていただきました。書いてあることはそれ
ほど違わないわけでございますが、最初の●で、「環境担当審査役は、上記の目的を達成する
ため、以下の権限を有する」ということで、四つ書いております。一つは、「本行が保有する
文書等、活動に必要となる情報に自由にアクセスすることができる」ということ。情報へのア
クセスであります。それから、「本行職員に対して、ヒアリングを行うことができる他、文書
の提出を依頼することができる」。三つ目としまして、「本行職員以外の当事者を含む第三者
に対して、ヒアリングの申し込み・アレンジを行うよう、本行関連部署に依頼することができ
る」。それから、「本行職員と同等に本店内設備を利用することができる」。この四つを入れ
ております。 
 一方で、義務といたしまして、職務を忠実に遂行するため、まず「申立人および関係者の人
権と商業上の利益に配慮し、申立人および関係者を不当に害するような行動を取らないこと」、
それから、「その他、本要綱で定められる手続きを遵守すること」という形で整理をしなおし
ております。 
 次からがプロセスに入るわけでございますが、「異議申立の手続開始要件」ということでご
ざいます。ここのところでは、一つ議論になっておりました「申立要件」のところで、「現実
に重大な被害が生じている」ということに限っていたわけでございますが、ここについては、
被害が発生する可能性に多少言及いたしまして、「または将来重大な被害が発生することが確
実に見込まれると考えられる案件に対して行うことができる」という形で、若干幅を広げてお
ります。ここにつきましては、ご意見の中で「明白かつ現在の危険」というワーディングがご
ざいましたが、それをそのまま使うのは、法律用語として確立した概念でございますので、若
干違和感があると思いまして、別の言い方に言い換えさせて いただいております。ただ、気
持ちとしましてはそういうものでございます。 
 「申立人の要件」のところでございますが、ここも上と同じでございまして、「直接的な被
害を受けた」あるいは「被害が発生することが確実に見込まれる」ということを入れました。 
 それから、「親族でない」というところについては、若干、プラクティカルな問題のご指摘
もございましたので、ここは取ることといたしました。 
 それから、代理人の規定をここに明確に置いております。「申立は、代理人を通じて行うこ
ともできる。ただし、代理人を通じて行う場合は、申立人本人は特定されている必要があり、
かつ代理人を介して申立を行う必要性および申立人と代理人との間で代理権の授権が行われ
ていることの証憑が併せて提出される必要がある」ということでございまして、真正な代理人
であることを証明していただくことを条件に代理人による申立を認めることとしております。 
 異議申立の「期間」でございます。ここのところは、まず、「異議申立は、以下に定められ
る期間に行うことができる」といたしまして、「すべてのガイドライン不遵守の指摘について
融資契約調印後、貸出が完了するまでの期間に可能である」、原則としてこういう形で行きた
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いと思っております。 
 融資契約調印以前の問題でございますが、「融資契約調印以前に外部から意見が示された場
合には、環境担当審査役は、必要に応じて、投融資担当部署に移送し、投融資担当部署がかか
る意見に対し適切に対応するよう依頼することができる。かかる移送が行われた場合、投融資
担当部署はガイドラインに則り誠実に対応しなければならない」。この部分は大きな議論にな
りましたが、新たに融資契約調印以前の情報公開を環境ガイドラインに定めておりまして、そ
の情報公開の間に意見が出た場合には投融資担当部署が責任を持って対応するということを
ここに手続きとして入れ込みまして、それによって対応することにさせていただきたいと考え
ております。 
 それから、「貸出の終了後」について議論になりました。モニタリングについて貸出終了後
も義務が残っている場合があるというご指摘もございまして、それに対する不遵守もあり得る
ということでございますので、「貸出終了後は、ガイドライン上のモニタリングを実施してい
る期間において、本行のガイドライン上のモニタリング規定不遵守を指摘する異議申立が可能
である」という形で整理させていただいております。 
 「申立書の内容」の部分でございます。ここについては、申立の要件としまして「日本語、
英語または現地の公用語」ということで、ここは若干範囲を広げることとしたいと考えており
ます。「現地の公用語で申立書が記載されている場合には、環境担当審査役は手続きに先立ち、
申立書を日本語または英語に翻訳することが必要であり、申立書の受理通知までに時間がかか
ることがあり得る」という、これも入れております。このへんは、このＰＣＦでの合意事項で
あったと思います。 
 それから、「申立人の住所・連絡先」のところで、「プロジェクト実施主体に対する匿名を
希望する場合には、その旨記載することができる」ということでございまして、これもＰＣＦ
のご指摘を踏まえて入れたものでございます。 
 それから、（Ｄ）のところは、具体的な被害、直接被害のみならずということで、先ほどの
修正と連動するものでございます。 
 それから、「ガイドライン違反」という文言がずいぶん出てまいりましたのですが、ここは
正確に「不遵守」という形に全部書き換えております。 
 「プロジェクト実施主体との協議の事実」の部分につきましては、「当事者間の自主的な紛
争解決に向けた努力を促すため、申立人は、プロジェクト実施主体との対話に向けた努力を行
うことが求められる」。ここは、「協議の申し込み」とか、形式要件は設けないことといたし
ております。 
 （Ｉ）のところも、「本行の投融資担当部署に対する協議を申し込み」ということがござい
ますが、このへんも形式要件を外すこととしたいと思っております。 
 ここの部分で、事前の情報の周知のところでございますが、「本行の広報部署は、投融資担
当部署を紹介しなければならない」と入れておりますが、この後に本行投融資担当部署の義務
規定を置きました。「ガイドラインの規定に従い、ステイクホルダーから提供される情報の重
要性を認識し、これらを活用してスクリーニングおよび環境レビューを行わなければならな
い」ということで義務規定を置きまして、特に投融資契約決定前の投融資担当部署の義務を重
畳的に定めたものでございます。 
 （Ｉ）の「情報公開への同意」については、後ろの「情報公開」のところで「当事者間の合
意」を非常に限定的にしましたので、一般的にこれを入れる必要はないということで削除いた
しております。 
 「記載事項の真実性にかかる宣誓」でございます。ここは意見がＰＣＦでも分かれていたか
とは思いますが、真実である旨の宣誓程度はいいのではないかということだったと思いますの
で、この「宣誓」は残す。ただし、その後の調査費用の返還とかについては削除することとい
たしました。 
 5、6の「並行二重手続きの防止・一事不再理」「濫用の防止」については、ここでは削除し
ておりまして、プロセスの部分に整理したということでございます。 
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 次に、7ページでございますが、「異議申立手続きのプロセス」でございます。ここは、上
のほうは同じでございまして、まず「申立書の受理と申立人への通知」については、申立書に
申立人の氏名、連絡先が記載されている限り、5営業日以内に受理の通知を行うということで
す。これは同じでございます。 
 その後の流れとしましては、「予備調査」ということで、審査役が補正を行うというのが、
上の1、2でございます。3番のところは、「濫用防止」のところをこちらのほうに入れており
まして、「予備調査」の1項目であるということを明確にしております。この内容は、もとも
と上のところに入っていたものとほぼ同一でございます。それから、予備調査の終了時期は、
「原則として1ヵ月程度」。こちらは前回と同じでございます。 
 「手続きの開始決定」。この予備調査を経まして手続きの開始が決定されるわけでございま
すが、担当審査役はまず手続きの開始決定を総裁と申立人に書面で連絡するということ。 
 それから、2番目の●としまして、異議申立が却下される場合には、事実とその理由を両方
に連絡するということでございます。このへんは前回と同じでございます。 
 次の項目は、「予備調査に要した費用を申立人に請求することができる」とわざわざ書く必
要もないということでございますし、不必要に申立を制限する可能性もあるということでござ
いましたので、削除させていただきました。 
 それから、二重手続きの防止・一事不再理の観点については、ここに整理しております。ま
ず最初は、「並行二重手続きの防止」でございますが、「わが国および途上国の訴訟・行政手
続き、国際機関の手続きその他の紛争処理手続きにおいて係争中のプロジェクトである場合に
は、本制度の目的および効率性を勘案し、適当と認められる場合には、手続き開始の決定を留
保することができる」。この「留保する場合には、その旨申立人に通知する」ということでご
ざいます。で、「担当（審査役）は、その留保事由の消滅後、なお当事者より異議申立手続き
続行の意思が確認されれば、手続きの開始を決定する」ということでございまして、若干書き
ぶりを整理しております。 
 それから、一事不再理の観点につきましては、「過去に当該被害について紛争処理手続きが
行われている場合には、申立は却下することができる。ただし、新たな事実に基づく異議申立
はこの限りでない」ということで、新たな事実に基づくものについては当然のことながら受け
入れるということを明確にしております。 
 それから、「異議申立の却下に関して、申立人が環境担当審査役に意見を書面で提出するこ
とができる」という規定を置きました。「環境担当審査役は、申立人の意見に対しては誠実に
対応しなければならず、必要に応じて、当該意見を投融資担当部署に移送する」という手続き
を盛り込んでございます。 
 次が、実際の「調査および対話の促進」でございますが、まずは、「ガイドライン遵守にか
かる事実の調査」についてですが、ここも大幅に整理しております。まず最初は、「環境担当
審査役は、ガイドライン遵守にかかる事実を調査するために、申立人と直接面会し、申立人か
ら直接異議申立にかかる事項を聴取することができる」と、具体的により定めているというこ
とです。 
 それから、「環境担当審査役は、投融資担当部署にヒアリングを行って、融資契約締結まで
に行われた環境審査にかかる事実を確認する。また、環境審査に本行が利用した一切の資料を
閲覧することができる」。ここの明確化を図っております。 
 それから、「環境担当審査役は、必要に応じて、申立人と同様の見解を有している住民、申
立人とは異なる見解を有する住民、プロジェクト実施主体、専門家、ホスト国政府、その他関
係者に対してヒアリングを行うことができる。ただし、申立人と投融資担当部署以外の関係者
に対してヒアリングを行う場合には、投融資担当部署を介してヒアリングのアレンジを行う」
ということでございまして、ここは幅広くさまざまな関係者、ステイクホルダーからの意見を
聴取するということを盛り込んだものでございます。 
 それから（2）としまして、「紛争解決に向けた対話の促進」でございます。ここは、いち
ばん最初の●は最初と同じでございますが、「紛争解決のために対話を仲介することができる
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他、個別にヒアリングを行うことができる」という規定を入れております。 
 それから、各当事者への個別ヒアリングを中立的に行うという趣旨の規定でございますが、
当初は「可能な限り同様の形式・回数」という形式要件のようなことを定めておりましたが、
ここは、「中立性への信頼を損なわないような形態で行わなければならない」ということで、
精神は同じでございますが、より一般的な表現に変えさせていただきました。 
 それから、「調査および対話の促進活動実施中の留意点」でございます。ここは、最初の部
分は重大な虚偽記載等について書いておりますが、ここもわざわざ書くまでもないということ
で、削除いたしました。 
 2番目の●は、「環境担当審査役は、手続き開始決定後、わが国および途上国の訴訟・行政
手続き、国際機関の手続きその他の紛争処理手続きにおいてプロジェクトが係争中となった場
合には、本制度の目的および効率性を勘案して、適当と認められる場合には、調査および対話
の促進活動を暫定的に停止することができる」。ここは、却下ではなくて、先ほどと軌を一に
しておりますが、「暫定的な停止」という形を入れております。「異議申立手続きの停止につ
いては、その旨申立人に通知する」ということと、「停止事由の消滅後、なお当事者より続行
の意思が確認されれば、手続きを再開する」ということでございます。 
 それから、「5.総裁への報告」でございます。対話の促進状況に加えて、「和解が成立した
場合の当事者間の合意について報告書を作成して総裁に報告する」ということを定めたもので
ございます。ここも明確化を図ったということでございます。 
 環境担当審査役の報告のキャパシティでございますが、「ガイドライン不遵守の判断を下す
場合には、必要に応じて、当該案件の不遵守状況を治癒するために本行が実施するべき事項を
記載することができる」ということでございます。 
 3番目の●は、「環境担当審査役は、ガイドライン遵守・不遵守にかかる事実が十分に確認
できなかった場合」等々について総裁に報告するということ。これは前回と同じでございます。 
 その次の●が延長規定でございまして、「さらに2ヵ月を限度として対話の斡旋継続を認め
ることができる」ということでございます。ここも前回と同じでございます。 
 次の部分については、「環境担当審査役の報告書は、直ちに当事者に対して送付される」。
これは欠落しておった部分でございますが、そこを埋めたものでございます。「当事者は報告
書の内容に関する意見を環境担当審査役に提出することができる」。したがいまして、環境担
当審査役の報告書に対して、それを送付された当事者がそれぞれから意見を提出することがで
きるということでございます。「環境担当審査役はこの意見に対して誠実に対応して、当該案
件のモニタリングに有用な事項を含むと考えられる場合には、意見を投融資担当部署に移送す
ることができる」ということでございます。 
 次に、「投融資担当部署からの意見」でございます。ここも前回と同じでございますが、「異
議申立受理後4ヵ月以内に、環境担当審査役の報告書に対する意見、および不遵守の判断の場
合には今後のガイドライン遵守確保に向けた対応策等をまとめた意見書を書面で提出する」と
いうことでございます。ここは、若干明確化させていただいたということでございます。 
 モニタリングの項目でございますが、ここは、環境ガイドライン上のモニタリングと言葉が
混乱しやすいということなので、「フォローアップ」という言い方に変えさせていただきまし
た。「環境担当審査役の報告、投融資担当部署の意見および当事者の意見を踏まえた総裁の指
示は、投融資担当部署が実施する」。これはより文言を整理して分かりやすくしたということ
でございます。 
 さらにその後に、「環境担当審査役は、投融資担当部署による総裁指示の実施状況につき連
絡を受け、毎年作成される年次活動報告書にて総裁に報告する。また、環境担当審査役が必要
と認める場合は、その都度総裁に報告することができる」という、環境担当審査役のフォロー
アップにおける関与を明確化した次第でございます。 
 次は「情報公開」でございますが、ここにつきましては大幅に文言を整理させていただいて
おります。まず最初の情報公開の手順でございますが、「異議申立が行われたときには、環境
担当審査役は、受理の事実を5営業日以内に書面で通知する」ということ。それから、2番目が、
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その調査開始についても当事者や申立人に連絡しますということ。それから、「意見書につい
ては、当事者に送付され、個人情報、法人情報、その他の法に基づき不開示とすべき事項の有
無について確認したうえでウェブサイトで公開する」ということにしております。 
 それから、「環境担当審査役の報告書および投融資担当部署の意見書については公開が原則
である」ということを述べておりまして、原則公開の原則をここにまず挙げたうえで、「個人
情報、法人情報、その他の法に基づき不開示とすべき事項については含まれないよう作成され
なければならない。報告書としての構成上、個人情報、法人情報、その他の法に基づき不開示
とすべき事項を記載することが不可欠である場合には、当事者に事前に同意を求めなければな
らない」、こういう言い方をしておりまして、原則として、報告書にはそういった不開示情報
は載らないということでございます。 
 それから、「その他、環境担当審査役が業務を通じて知り得た情報については、法の定める
ところにより公開する」。「当事者の合意」については、若干誤解を与えやすいということで
削除させていただきました。 
 次に、環境担当審査役の報告について、年次活動報告書ということで作成して本行ウェブサ
イト上で公開するという原則を定めております。なお、「年次活動報告書は公開のため作成さ
れる文書である」ということでございますので、「その内容に個人情報とか企業情報、その他
の法に基づき不開示とすべき事項が含まれないよう作成する」ということを改めて定めており
ます。 
 次は、同じでございまして、「連絡先を公開する他、活動内容が広く認知されるよう努力す
る」ということでございます。 
 「見直しおよび経過規定」でございます。まず「見直し」のところで、環境担当審査役の役
割が明確でないということでございましたので、ここは、「利用者および環境担当審査役から
の意見・評価に基づき検討を行う」という言い方にさせていただいております。 
 以上でございますが、参考資料のほうは、そうした本文の変更を受けて、さまざまな改訂を
入れております。全く新しく作りましたのが、8番の「環境担当審査役の年次活動報告書の骨
子例」でございます。基本的には年次報告書のほうは環境担当審査役が構成も含めて作成する
ことになるわけでございますが、最低限でもこういうものを盛り込んでということで、25ペー
ジのほうに入れさせていただいております。25ページのほうですが、まず、当年度の活動概要、
利用者の声、総裁指示の実施状況、運営・実施体制というこの四つをここに掲げて［ ］次第
でございます。 
 手続きの改訂案は以上でございますが、もう1枚めくっていただいたところに、環境担当審
査役の手続きのチャート図と、「環境担当審査役の設置要領」を交えております。ここにつき
ましては、前回簡単にご説明いたしたところでございますが、まず環境担当審査役は、本行の
投融資担当部署から独立した機関として、環境担当審査役に2人を置くということ。それから、
各異議申立についてはいずれかの環境担当審査役が担当することとする。また、当該申立を担
当する審査役は、他方の環境担当審査役の意見を踏まえて報告書を作成するということにいた
しました。 
 それから、次の○でございますが、「任命」でございます。任命については、要件を書きま
して、総裁が選考委員会の意見を踏まえて任命する。絶対的な要件としまして、本行業務と利
害関係がないこと、日本語および英語に堪能であること、この要件を言って、以下の知見につ
いては「有することが望ましい」という表現に変えさせていただいております。まずは、法律
に関する知見、環境に関する知見、国際金融および／または開発援助に関する知見。この上で
述べました選考委員会につきましては、「産業界、開発途上国政府、ＮＧＯ、本行等の中から、
本行が公平に、かつ適正に選定した者により構成される」という形にしております。 
 環境担当審査役の任期でございますが、任期は原則2年として、1回に限り再任されることが
できる。 
 事務局については、本行のほうで、担当審査役に関する事務を処理するために事務局を置く。
事務局員は3名前後の本行職員から構成される。必要に応じ外部専門家を活用することができ
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る。この要件を書いてございます。 
 このあたりは、前回ご議論したものの集大成ということになっておる次第でございます。 
 一応、ご説明のほうは以上でございます。 
 
（矢島次長） 
 それでは、これから審議に入っていきたい、ご意見を賜りたいと思います。まずご紹介いた
したいのは、きょう受付のところですでにお手元に配付されていると思いますが、きのうの午
後に公開して非常に短期間でございますが、メコンウォッチ、ＦＯＥジャパン、「環境・持続
社会」研究センターのほうから、セカンドドラフトに対する意見書が出されております。ご参
考としていただければと思います。 
 だいぶ論点は絞られてきて、これまでの議論がかなり正確に反映されているとは思いますが、
冒頭お話しましたように、これまでのパブリック・コンサルテーション・フォーラムでは方向
性が定まらなかった点も若干ございますので、そういう意味では、むしろ論点を絞るというよ
りも分かりやすく進めるという意味では、ページバイページで、大項目ごとにご意見を賜りた
いと考えております。 
 1番目の「前文」のところは、内容がどうだというご意見がございましたが、現状では削除
してございます。これは、最終的には、パブリック・コンサルテーションのあと数回、きょう
と31日を今のところ予定しておりますが、そういったものと、その後、途上国政府に説明を行
うということもございますので、そういったものを含めまして「前文」に記載する。 
 ただ、これは今後の段取りになりますが、ここで全体の方向観をいただいたうえで、その議
論の収斂を基にしまして途上国政府に対して説明を行っていく、その後で、今のところ考えて
おりますのは、もう一度ホームページ上で公開いたしましてパブリックコメントを最終的に求
める、そのうえで私どもとして最終決定を行うという段取りで考えております。その、途上国
政府への説明を受けた後で、この「前文」につきましては記載をいたしまして、それでまた皆
様方のコメントをパブリックコメントという形でいただきたいと、ここのところは考えており
ます。 
 ここでございますか、何かご意見がございましたら、はい。 
 
（メコンウォッチ松本氏） 
 パブリックコメントは非常にもちろんいいと思うのですが、できれば、一度でもいいのです
が、こういう形でパブリック・コンサルテーション・フォーラムを最後に開いてもらいたい。
このパブコメの段階で一度、ガイドラインのときのように開いてほしいというのがあります。 
 
（矢島次長） 
 それはご要望としてＪＢＩＣ事務局はテイクノートしておいていただきたいと思います。 
 それでは、2ページ目でございます。ここの部分は、目的のところと、「基本原則」はかな
り書き直してありますが、これまでの議論を踏まえたうえでシンプルで分かりやすくなってい
ると思います。手続きの「目的」と「基本原則」のところでもしご意見がございましたら、い
ただきたいと思います。はい、どうぞ。 
 
（外務省高田氏） 
 意見というわけではないのですが、名称の議論は、いちばん最初にここで出てくるものです
から、ここでやるべきなのか、それとも、最後の別の表がありますね、「設置要領」、ここで
やるべきでしょうか。どちらでしょうか。 
 
（矢島次長） 
 名称のところは、最後の「設置要領」のところでお話いただければと思うのですが、よろし
ゅうございますか。 
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 今は、2ページの「目的」と「基本原則」に限ってコメントいただければと思います。 
 
（ＦＯＥ松本氏） 
 ＮＧＯのほうでいちばん最初に「目的」として、この中に入っていない二つを挙げさせてい
ただいているのです。業務や政策の改善について環境担当審査役が意見をなんらかの形で述べ
るということは、このコンサルテーションの場でも合意されたと思うのですが、それをどのよ
うな形で入れていただけるのか、そこをお聞きしたいということと、透明性のアカウンタビリ
ティを機能全体で確保していくということは、どこかに別な形で触れられているのでしょうか。
その2点を、もう一度、私は遅れてまいりましたので、説明されたのかもしれないのですが、
ご説明いただければと思います。 
 
（矢島次長） 
 確かに、環境担当審査役はその対象となる異議申立の調査を通して制度の改善といった点が
あればそれは報告に含め得るであろうというのがこの場での議論ではあったと思います。この
へんは明確に書いていないとか、あるいは……。そういう理解であるということは方向の流れ
だと思います。その、業務の改善、政策の改善といった点は「報告書の中身」と「見直し規定」
のところであろうと思いますが、その点、あとは、情報公開に絡むところだと思いますが、ア
カウンタビリティというところ。この2点のところ、ＪＢＩＣ、説明をお願いします。 
 
（入柿課長） 
 まず、環境担当審査役が政策改善に対する意見を述べることができるということについては、
ほぼあれだったと思うのです。若干明確には書いてないのですが、11ページの「見直しおよび
経過規定」のところで「本要綱の見直しについて、環境担当審査役からの意見・評価に基づき
検討を行う」としておりまして、この要綱の見直しについて環境担当審査役に意見と評価をし
ていただくことをこの場で明確にしておるという趣旨でございます。 
 それで、目的かと言われますと、そこは両様のご意見があったと思っておりまして、意見を
述べることができることは、11ページのほうで明記させていただいて、「目的」には含めなか
ったという次第でございます。 
 それから、アカウンタビリティの点については、「基本原則」のところで「透明性」と書い
てございますが、ここで、行動規範と機関の属性に絞って基本原則は成立するということとさ
せていただいております。それから、「目的」のところで、「この手続きそのものがアカウン
タビリティを高めるため」ということについてあえて入れてはいないということでございます。
ここは、何をするものなのかということを二つに分けて整理したということでございます。こ
の二つの整理とアカウンタビリティについては、並びで若干違和感があるとは思っております。 
 
（矢島次長） 
 パブリック・コンサルテーションの整理でも、目的は、遵守・不遵守であり、さらにプラス
して、ＪＢＩＣのできる範囲内でということであるわけですが、問題の解決に向けた対話の促
進と。そういう議論の中で政策改善云々というお話が出て、そういう意味では、目的というよ
りも、今ＪＢＩＣ側から説明があったような、「報告書の内容」とか「見直し」のところとか
に入ってくるということですので、私の理解としても、「目的」ではないとも思ってます。 
 
（ＦＯＥ松本氏） 
 私も「目的」ではなくていいと思っているのですが、この11ページの記述で見ますと、「本
要綱の見直し」ということで、要綱案の見直しに限定されているような記述の方法になってい
ると思います。私たちの提案は、いわゆる要綱案だけではなくて、場合によってはガイドライ
ン、あるいはオペレーション全体の問題についても、ガイドラインの範囲内だけでは限界があ
る問題というのも実際世界銀行の中で出てきているようですので、そういったものも含めた幅
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広い意見と思っておりましたので、ぜひそこのところは修正していただきたいと思っているの
ですが、いかがでしょうか。 
 それと、透明性については「透明性」の項目の中で確かにありますが、「アカウンタビリテ
ィ」という言葉を確保していくところを、この「原則」の中でどこかに入れていただければと
思うのです。 
 
（矢島次長） 
 「見直し」のところは、ページごとにやっていきますので、最後のところで、少し、審査役
の提言がどこまでを対象にするのかというのは別途明確にＪＢＩＣ側にしてもらいたいと思
います。この「アカウンタビリティ」のところは、ＪＢＩＣ側の意見はどうですか。 
 全体の構成に触れるところかとも思いますので、少し時間の節約も含めまして、その点はペ
ンディングということで。もちろんアカウンタビリティはいちばん重要な考え方でございます。
たぶん全体構成としてどこに入れるのかというのはまたあると思いますので、そこは少し検討
してみてください。 
 よろしければ、3ページ目でございます。ここは、今まで「位置付けと役割」というのを、
むしろ何ができるのだということを明確に書くべきだという指摘がありまして、何ができるの
かということと併せて義務というものが発生するのだろうというのがＪＢＩＣ側の考え方だ
と思います。ここは少し変わっておりますが、この「環境担当審査役の権限と義務」というと
ころでご意見がございましたら、いただきたいと思います。 
 
（メコンウォッチ松本氏） 
 細かい議論は後ほどですが、1点、最初の「権限を有する」の小さい・の三つ目です。ここ
は「ヒアリングの申し込み・アレンジを行うように依頼することができる」としか書いていな
いのです。ここについて、細かい議論は後でもう一度ありますので……。 
 
（矢島次長） 
 調査のところですね。 
 
（メコンウォッチ松本氏） 
 ええ。ここに関係したところはもう一回あるということをまず予告したうえで、ここについ
ては、文書の提出とかを依頼できるのかということが含まれていないのです。「第三者に対し
て文書の依頼ができる」という言葉を一言入れたほうがいいと思っているのですが、いかがで
しょうか。 
 
（矢島次長） 
 どうですか。 
 
（入柿課長） 
 第三者との権利義務関係をここで定めることについては、若干、本行職員に対する権限と同
等には扱えない部分があると思いますが、本行が第三者に対して文書の提出を求めることがで
きる場合であれば文書の提出を依頼することも可能だと思っておりますので、そこの部分につ
いては整理させていただきたいと思います。 
 
（矢島次長） 
 本行関連部署を通じて第三者に対して文書の提出を求めることはできるということですね。 
 
（ＦＯＥ松本氏） 
 今の矢島さんのまとめですと、第三者に対しての文書の提出依頼は、「本行関連部署」を通
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じてしかできないということでしょうか。 
 
（入柿課長） 
 このあたりは、ローンアグリーメントに基づく権利義務関係に基づいて第三者に文書の提出
とかヒアリング等を行うことができるという原則になります。その場合、ローンアグリーメン
ト上、「本行の関連部署」と指定されているところは基本的には投融資担当部署でございます
ので、そこを通じてというのが、形式的には……。純粋に法律的に申しますとそういう形にな
らざるを得ないということであります。 
 
（メコンウォッチ松本氏） 
 今の点は実は非常に重要なところでありまして、私は9ページのほうで議論しようと思った
のですが、似たような文言があるので、ここで議論したほうがよければ議論します。 
 
（矢島次長） 
 議論していただいて結構です。 
 
（メコンウォッチ松本氏） 
 分かりました。では、他の参加者のこともありますので、関連している部署が9ページにあ
ります。9ページのいちばん上の大きい●でして、ここに、特に「ただし」以降ですが、「た
だし申立人と投融資担当部署以外の関係者に対してヒアリングを行う場合には、投融資担当部
署を介してヒアリングのアレンジを行う」と書いてあります。これは、今、ＦＯＥの松本さん
が質問したところと同じ点です。これに対しては、われわれとすれば、ここに限定することは
良くないと思ってます。 
 一つには、アジア開発銀行のケースのときに、インスペクションパネルのケースのときに、
インスペクションパネルの事務局が直接コンタクトを取れなかったために非常に調査が長引
いたということもありますし、必要な書類がなかなか入手できなかったということもありまし
た。これに対しては、ＡＤＢの中では今、当然見直しが行われているわけです。その経験を考
えると、関係者に対してのヒアリングあるいは文書の提出依頼をすべて投融資担当部署を通し
て行うというのは、私は、ふさわしくないと思っています。われわれが本日提出した意見書の
中でいきますと、3ページ目のいちばん上に書いてあります。 
 われわれとしても、相手国政府の了解がなければその国での調査ができないということを考
えれば、そうした現地調査のときに当該国政府の許可というのはある程度理解はできるのです
が、それ以外について環境担当の審査役が直接事務局を通じてコンタクトを取れないというの
は、調査上、今、申し上げたような問題が出てくる。かつ、これを行うことで、アジア開発銀
行や世界銀行の3分の1程度しか調査機関が設けられていないこの制度の中で、仮称の審議役の
人は相当苦労をすることになる可能性があると思いますので、この文言は必要ない。今、入柿
さんのお話したローンアグリーメントということを言えば、ローンアグリーメントに縛られて
いない人たちはたくさんいるわけですから、そこに対してもここで影響があるというのはあま
り理解ができないのです。ここについて再度検討していただきたいと思います。 
 
（矢島次長） 
 何か追加でコメントはありますか。 
 
（入柿課長） 
 最後におっしゃった点ですが、「ローンアグリーメントに縛られていない方」とおっしゃい
ますが、基本的に、プロジェクトを実施しているのは実施主体でございますので、われわれの
ほうからローンアグリーメントを通じて調査等を行うことになります。縛られていない方にわ
れわれが自由にアクセスできるということではなくて、あくまでローンアグリーメントの規定
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に基づいて実施主体とやり取りをするというのが筋でございます。さらに、プロジェクトの関
係者に対してアクセスする際には、基本的には実施主体を通じていくということが形式的には
筋だということでございます。 
 それから、ヒアリングのアレンジ等について投融資担当部署以外の者が行うことになると、
実際には非効率になろうと考えております。投融資担当部署のほうであれば、ローンアグリー
メントに基づいてもともと権限を持っていて、その権限に基づいてヒアリング等のアレンジを
行っていくということでございまして、基本的には、筋からいっても実効性からいってもここ
のほうが望ましいとわれわれとしては考えております。 
 
（外務省高田氏） 
質問ですが、ローンアグリーメントは国際協力銀行として結ばれているのではないのですか。

私はＬ／Ａを見ていないので分からないのですが、事務局とか投融資担当部署は国際協力銀行
の中であるとみなせないのでしょうか。事実関係をおうかがいします。 
 
（入柿課長） 
 担当部署を明記しております。 
 
（矢島次長） 
 基本的には調印するのはトップのことが多いわけですが、コンタクト先、コンタクトポイン
トというのが明示されております。あとは、通常の文書の場合には、署名鑑等でその本人を確
認したうえで正式なものと認めるということが、通常の手続きというのでしょうか、手順とい
うのでしょうか、でございます。 
 
（外務省高田氏） 
 それは担当がどこであるかというのを明記してあるということであって、ローンアグリーメ
ントというのは国際協力銀行として結ばれているのではないでしょうか。その担当部署だけが
相手と契約しているのだ、他は関係ないのだということではないと思うのですが、いかがでし
ょうか。 
 
（入柿課長） 
 そこのところは、プロジェクトの管理の主体となって日常的にコンタクトを取る部署が定ま
っているということで、実際にも日常的なコンタクトはすべてここを通じてやっているという
のが事実でございます。それ以外の部署からこういうアレンジを行うことについてはいろいろ
とヒッチもございます。確かに国際協力銀行として結んでいるなら部署は関係ないではないか
という話もあるかとは思いますが、基本的にはローンアグリーメントの中で部署を指定してい
て、そこがコンタクトを行うということをオーソライズしているわけですので、それ以外のと
ころがコンタクトをする、しかも、このようなかなりプロジェクトのディテールに立ち入るよ
うな話をコンタクトするということについて、なかなか先方のご理解が得られないのではない
かと思っている次第でございます。 
 
（メコンウォッチ福田氏） 
ちょうど高田さんがおっしゃったことと同じことを言おうと思ったのですが、法律的な問題

としては、国際協力銀行がローンアグリーメントの一方の主体であって、基本的には環境審査
役あるいは事務局が相手に直接コンタクトすることで法律上問題が生じるということはよく
分からないというのが1点です。 
 もう一つは、ローンアグリーメントの相手方は、プロジェクト実施主体の場合もありますし、
あるいはエクスポーター、いろいろな場合があると思うのです。基本的にはローンアグリーメ
ントで縛られるのはその相手方だけであって、ここに書かれている、例えば、同様の見解を有
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している住民、異なる見解を有している住民、専門家、もろもろ書いてあるのですが、こうい
ったものは基本的にはローンアグリーメントで縛られる相手ではないわけです。効率性の問題
としてとらえたときに、スムーズな手続きをやっていこうというときに、ローンアグリーメン
トの相手方には担当部署から行く、ローンアグリーメントの対象でない人は、さっきの入柿さ
んのご説明だと、担当部署からプロジェクトの実施主体、要するにローンアグリーメントの相
手方に行って、そこからまたアクセスをお願いするという、非常に無駄な手続きになるのでは
ないかと考える。基本的には、ローンアグリーメントで誰が縛られるかという、ここはそうい
う問題ではないのではないかと思うのです。 
 
（入柿課長） 
 その点につきましては、例えば、住民にコンタクトをする際に、われわれが直接住民にコン
タクトする、ここは申立人のほうは別でございますが、その他の関係者に直接コンタクトする
ということは基本的にありません。まずはプロジェクト実施主体を通じて話をするというのが
基本になります。したがいまして、関係ないではないかということについてはあたらないので
はないかと。 
 
（メコンウォッチ福田氏） 
 もともとガイドラインそのものは「さまざまなステイクホルダーからの意見をＪＢＩＣは直
接歓迎する」という文言が含まれているのであって、いろいろな住民の意見はまずプロジェク
ト実施主体を通じてという発想自体がおかしいと思うというのが1点。 
 もう一つは、現実的に実施可能性を考えたときに、プロジェクトの実施主体、要するに、プ
ロジェクトを推進している人に対して、「プロジェクトに反対している住民を紹介してくださ
い」と言うのは、非常に実際問題として困難なのではないかと。あるいは、向こうが拒否して
くる、あるいは、実際に反対している人ではない人間を紹介されるといった、さまざまな問題
が生じると思うので、実際問題として非常に難しいのではないかと思うのです。 
 
（入柿課長） 
 そこは、すべてプロジェクト実施主体を通じてアポを取ると言っているわけではなくて、基
本的にはそれが原則になるわけですが、プロジェクト実施主体の認知しているところでやりま
すよというのが基本姿勢です。したがって、そこでローンアグリーメントの関係が出てくると
いうことだと思ってます。 
 要するに、プロジェクト実施主体に全く何も知らせずにそういうことをすることはないとい
うことです。 
 
（メコンウォッチ福田氏） 
 でも、そこを通じてアレンジをするというのでなければ、関係ないですよね、ローンアグリ
ーメントの問題は。 
 
（入柿課長） 
 でも、何のためにプロジェクトにわれわれが関与するかというと、ローンアグリーメントに
基づいてやるということですから、関係ないことはない。 
 
（矢島次長） 
 法律という意味では、まさにコンタクトポイントのところが日常プロジェクト実施主体と接
しているということですので、例えば、いきなり環境担当審査役からレターなり電話が来ても
非常に混乱するということがあるのだろうと思うのです。ただ、おっしゃるように、例えば、
何回かコンタクトしたうえで、その後、ある程度分かってきたところで、それでも介さなけれ
ばいけないのかという問題は、リーガルな面もありますが、効率性は非常に重要だろうという
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ことを考えます。あと、プロジェクト実施主体が、審査役が例えば現地でいろいろヒアリング
する場合に全く知らないというのはこれまた問題があると思いますので、通知する必要はある
のだろうと思うのです。「そういう意味での投融資担当部門を通じた実施主体とのコンタク
ト」という意味では、投融資部門を通じていかなければいけないという面はあると思うのです。
最初のコンタクトは、いくらなんでもいきなりというのは難しいのだろうと思うのですが、実
際に担当部署から紹介をして、何度かやり取りがあって、むしろその方がスムーズだという段
階になってくれば、そこは少し考え方はあるのではないかと思います。それはＪＢＩＣ内でも
検討していただいたほうがいいのではないかと思います。 
 
（ＯＤＡウォッチャーズ坂元氏） 
だいぶこなれてきたので、私が申し上げることも若干踏まえておられる気もするのですが、

基本的にこういう新しい制度を作る場合には、ＪＢＩＣの組織の筋というか組織の論理より前
に、環境ガイドラインに関する調査の一貫としてこれは行われるということですから、目的は、
調査の一環として行う場合に直接的に相手方に行ってもいいわけですが、そこは組織の問題と
効率性の問題がありまして、審査役の便宜を図るという趣旨をおっしゃっているのではないか
と思うのです。そういう意味で、審査役が、ルールとして便宜を図る場合にそれをするのは別
に構わないのですが、それを取り立ててきっちりと縛る必要は、私は、ないのではないかと思
うのですが、いかがでしょうか。 
 
（メコンウォッチ松本氏） 
 類似の点ですが、要するに、3ページの今議論している・の三つ目の「依頼することができ
る」というのは、まさに今坂元さんがおっしゃったようなポイントで、確かにパブリック・コ
ンサルテーション・フォーラムでもこういう議論になったと思うのです。つまり、担当部署は
ちゃんと対応しなさいよ、この人たちは依頼ができるのだからちゃんと対応しなさいよという
意味で書いてあるというのがあのときの入柿さんのご説明で、9ページの、ヒアリングのとき
にはここを通さなければいけないというのは、前回なかったわけです。今回ここで、私からす
ると、新たに登場した個所であって、ですから、9ページのこの最初の●の書きようを改めて
ほしい。「依頼することができる」という文言そのものは私はあっていいと思っているのです
が、9ページのほうの文言の書き方とセットで考えるとおかしいと思うわけです。 
 
（矢島次長） 
 分かりました。今のところは、私の整理で、最初にいきなり、全くこれまでコンタクトのな
い人からレターが行くと混乱を招くということがあるのだろうと思いますので、そこのところ
は十分に確保する必要があると思うのです。実際に調査が進む段階では、繰り返しになります
が、効率性が非常に重要であると思いますので、その観点から少しＪＢＩＣ側で検討いただき
たいと思います。その個所としては、9ページの該当個所、ただし書きのところだと思います。 
 
（ＦＯＥ松本氏） 
 確認ですが、この新しい制度ができた場合に、融資契約を結ぶときにＪＢＩＣはこういう制
度を持っていますよということは明らかにされるのだと思っていたのです。もちろんいちばん
最初はなんらかの投融資部門の方のお口添えがあったほうがコンタクトを取りやすいと思う
のですが、この方々もＪＢＩＣの中の資料にアクセスができるということは、融資契約の中で
きちんと当然確保されると考えていてよろしいのでしょうか。 
 
（入柿課長） 
 中の話で、融資契約にこの環境担当審査役の役割を書くということは今のところ考えており
ません。この制度そのものについては、当然のことながら途上国にも借入国にも説明いたしま
すし、借入人にも説明いたします。ただし、この人について特別ローンアグリーメントに記載
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することは考えていないということです。 
 
（矢島次長） 
 それでは、3ページ目のところで特になければ、次の「手続き開始要件」、4ページ目でござ
います。まず、ここは項目ごとと考えておりますが、「対象案件」というところで、はい、ど
うぞ。 
 
（発言者Ａ） 
 ここを含めて何ヵ所か出てくるのですが、「将来重大な被害が発生することが確実に見込ま
れる」と。将来発生することが見込まれる点を含めたというのは大きな進歩だということで評
価しておりますが、「確実に」という言葉が私は引っかかるのです。英語にした場合にこれが
どういう言葉になるのかよく分かりませんが、少なくとも日本語的に考えた場合に「確実」と
いうのは、相当高い、100％に近いような印象が私にはあるのです。実際に使われる場面とし
て、選挙などの場合の「当選確実」という世界が思い浮かぶのですが、それはもう99％ぐらい
の確率かと思います。実際問題としては、仮に申立人のほうでそれを証明しなければいけない
という事態になったら、それはあんまりだと思います。科学的な根拠を示さなければいけない
とか、そんなことになったらたいへんなことになりますので、使い勝手を良くするという意味
で、この「確実に」という言葉は削除していただきたいと思います。 
 
（環境省小川氏） 
同じ意見ですが、私は前回のときに法律用語を引いて、一般的に環境関係の法律では「恐れ」

というのを使っていると。それに対して、「恐れ」というのはかなり広いではないかという感
触のご意見があったと思います。法律用語で言っている「恐れ」も、全く漠然とした恐れでい
いということではなくて、ある程度客観的な根拠があって、そういうことが見込まれるという
ことを言っておりますので、全く主観的な話をしているわけではないのです。ですから、私は、
国内ですでに使われているということを考えれば、「恐れ」という言葉のほうが適当で誤解が
ないと思います。ただ、今の線で現在のドラフトを生かすとすれば、少なくとも今、財務省さ
んのほうからお話があったように、「確実に」というのを落として「見込まれる」とすること
が必要だと思います。 
 
（矢島次長） 
 ここは因果関係のところで非常に重要なポイントなのだろうと思いますが、ＪＢＩＣ側の考
え方をお願いします。 
 
（入柿課長） 
 ここのところは、この場でも議論になったかと思いますが、「恐れ」ということで議論して
いたかと思うのです。確かに法律用語ではそういう使い方をされているのかもしれませんが、
この場での意見交換の中では、「恐れ」とするとかなり広がってしまうという印象を皆さんが
持たれたといいますか、そういう意見もあったと承知しております。われわれもそう承知して
おります。あと、坂元さんでしたか、「明白かつ現在の危険」といった、かなり確度の高い被
害の予見ということをおっしゃっていたと思っております。だいたい収斂するところとしては、
漠然とした被害発生の恐れというものではなくて、より確実性の高いということかと考えて、
こういうワーディングにしたということでございます。 
 ここで想定しておりましたのは、例えば、土地収用、住民移転の問題等で、住民移転は、対
象地域が発布されれば確実に分かりますし、ダムの堆砂の問題とかは将来起こることはほぼ確
実であるという見込みになりますし、そういった点についてもここで配慮しようということで
す。そういうことを想定していたということと、繰り返しになりますが、この場のコンセンサ
スとして、かなり確度の高い見込みということだと思ったものですので、ここに「確実に見込
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まれる」と入れた次第でございます。ワーディングに必ずしも固執しているわけではございま
せん。考え方としては皆さん同じかと思ってます。 
 
（ＯＤＡウォッチャーズ坂元氏） 
名前が出ましたので。悪用ではないのですが、私の趣旨を述べますと、「確実」というのは

私もすごく違和感があるのです。どういうことかといったら、やはり切迫していると。だから、
いつ出すのかというのに、蓋然性の問題だと思うのですが、それは可能性というのではなしに、
今差し迫っていると。たぶんオブビアス・アンド・プレゼント・クライシス・デインジャーと
いう形になると思うのです。そういう趣旨のことを言ったのであって、確実ということを私は
申していないので、その点だけ一応弁明させていただきたいと思います。 
 
（発言者Ｂ） 
確実か確実でないかを入れるということですが、今まで議論した例では、例えばダムの例があ
って、ダムのほうで水を溜めていったときに村が土地に沈んでしまうとかいう例が議論された
かと思うのです。水に村が埋まるのかどうかということについては、これは、「確実に」とい
う言葉の中では、通常の水のダムの場合について湖底に沈んでしまう範囲なのかどうなのかと
いうことが通常の使用条件で確実であるかどうかということだと思うのです。そういう意味で
言うと、想定しているようなダムのケースの場合だと、「確実に」と言うと、物理的に計算し
てということで、そのへんの、ダムがきちんとした場合に湖底に沈みますよということが見込
まれるという意味で「確実」というのを理解すればいいのではないかと。 
 沈むか沈まないかよく分からないという不確実な中でという形になってくると、土地の高さ
がどこのところにあるのか、訴えている人は「私のところは沈みますよ」と言って、実際には
水の下になる可能性がほとんどないということになってくるとすると、そこはやはり「確実」
という言葉があったほうが、ダムのケースなどを想定した場合には分かりやすいという気がす
るのです。 
 
（メコンウォッチ福田氏） 
今の方がダムの例を挙げられたので、私もダムの例で反論しようと思うのです。実際に住民

が訴えている環境影響について、水に沈むというのは確かに明らかであると思うのですが、そ
うではない、その点について意見が分かれている環境影響というのもたくさんあるのです。ダ
ムの例でいちばん、これまで私たちが、例えば、メコン川流域で見てきた顕著な例は、やはり
下流への影響であります。例えば、ダムを造ることによって魚の回遊が妨げられ魚が取れなく
なる、それはすごくそこの流域に住んでいる人々にとっては大きな影響であるにもかかわらず、
いろいろな環境アセスメントではそうしたものは無視、あるいは非常に軽くとらえてきたとい
うところは実際に何件も私たちは見てきました。そういう論争があるところにこういう要件が
来て、そこで、魚への影響が確実に見込まれるということはもちろん住民は主張すると思いま
す。しかし、事業者、あるいは、その審査を行っている側は、「いや、そんなことはありませ
ん。ＥＩＡにはこう書いてあります」と主張してくるわけです。その中で、確実に影響が見込
まれるという判断がこの段階で……。しかも、少なくとも後ろの検討例を見る限りは1ヵ月の
予備調査の中でこれを検討するということになっているわけです。その段階で確実にこの影響
は起こりますということが言えるのかというと、それは分からない。やはり「恐れ」でしかな
いと思うのです。でも、そういうものを落としてしまっていいのか。意見が分かれている、あ
まり確実とは言えない、だから、この案件は調査の対象にならないのかというと、そういうこ
とではないと思います。 
 

（矢島次長） 
 かなり議論は一方向からというか、お話をうかがっていると、「確実」というのも、だいた
い申立の受理の相場観はある程度共有している感じがするのです。ポイントは、「確実」とい
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う言葉自体がかなり定義が不明確というのでしょうか、何をもって確実とするのかというのが
はっきりしないということだと思うのです。 
 
（ＯＤＡウォッチャーズ坂元氏） 
 思いつきですが、私が言った「明白かつ現在」ということを活かすならば、「現実に」とい
うことだと思うのです。だから、「恐れが現実に見込まれる」ということに、私の趣旨はそう
である。それがどのような形になるのか分からないのですが、「発生する恐れが現実に見込ま
れる」という趣旨で言いました。 
 
（矢島次長） 
 また新たなご提言がございました。予想していなかったワーディングではございますが……。 
 ここは、そういう意味では、「確実」という言葉は若干広がりがあるというか、将来起こる
話である可能性のところの中での「確実」というのは何を取るのかというのも若干分かりにく
いところではあるようでございます。この場のお話の中ですと、「現実に」というのが一つ出
てまいりましたが、そこは次に移りたいと思いますので意見は聞きません。これは、今後英語
に直して途上国側に説明していくという段になりますので、そういった表現も含めて少し検討
してもらいたいと思います。どうぞ。 
 
（発言者Ａ） 
 英語に直した場合というのは私が言ったことですが、揚げ足を取るわけではないですが、私
はこの「確実に」という言葉は取ってほしいということです。「確実に」というのを別の言葉
にしてどういう英語にするとかいう問題ではなくて、単に取ってもらうということをお願いし
ておる次第です。 
 先ほどからの議論を聞いてまして、私も従来思ってましたが、確実な場合と全然確実ではな
い場合とは、いろいろなケースが想定されると思うのです。そのへんのケースバイケースの対
応になると思うのですが、それらをひっくるめて表すとすれば、やはり「確実に」という言葉
は取っておくべきであると、そうやって広く構えを取るということが、私の考え方であります。 
 
（発言者Ｂ） 
 「現実に見込まれた」は非常に分かりやすいという気はするのですが、問題なのは、私ども
業界のほうは、あまり起こりそうもないようなところで「起こり得るのだ」ということで提訴
がやられると、処理が困る。「幽霊がいる」と人が叫んだ場合、幽霊がいないという証明は数
学的にできないのです。したがって、「何かあるよ」「あるよ」と言われた場合、「いない」
ということの証明ができない。「いる」というのは、現実に見れば……。ウイルスがいるかい
ないかというのは顕微鏡をのぞけば分かるのですが、「いない」というのはなかなか難しい。
そういう意味では、「こういう可能性がある」とか言われると、現実にその可能性がないとい
うことを証明するのは難しいということで、やはりそれは、現実に起こるならこういう形で起
こり得るのですよということについてなんらかの説明がないと判断のしようがないと思うの
です。そういう意味で、「確実」というのを落とした場合に、それでは、具体的にどういうふ
うに現実の起こり得ることについてお書きいただくのか。やはりある程度書いていただかない
とという気がいたします。 
 
（矢島次長） 
 先ほどの坂元さんからの「発生する恐れが現実に見込まれる」ということですが、この場合
の「現実に見込まれる」というのは、将来のことではありますが、かなりファクトとして明ら
かになっているというような考え方ですか。少し整理をさせていただいているのですが、そう
いうことでよろしいですか。 
 



 

   

 - 17 - 

（環境省小川氏） 
 繰り返しになりまして恐縮ですが、法律用語で言う「恐れ」というのは、当然その恐れが現
実にあるということを意味してますので、「現実に恐れがある」という言葉よりはむしろ「恐
れ」のほうがいいと思います。解釈がどの範囲かということがいちばん気になるところですの
で、そういう意味では、少数意見ではありますが、法律用語ですでにたくさん使われている「恐
れ」、その解釈についてもいろいろ示されている「恐れ」という言葉を使うほうがお互いに安
心できるのではないかと思います。 
 
（発言者Ｃ） 
今の件で、もう議論はかなり尽くされている気がするのですが、私も「確実に」という言葉

は削除していただきたいと思います。というのは、「現実に恐れが」とか、あまり言葉が入り
ますと、言葉の持っている解釈が、「いや、この意味合いはこうだ」とかいうことになってし
まいますので、なるべくこういう文言はシンプルなものが望ましいと思うのです。それで耐え
得るものであればそうあるべきだと思います。 
 それで、先ほど来、幽霊が出るかもしれないというような例を引かれまして、あまり漠とし
たものについても対象になるということでは困る、客観性を持たせろという意見があったわけ
ですが、その点に関しましては、これは異議申立のまず入り口の段階なわけです。これで本当
に申立て、これからヒアリングしたり、いろいろ調査をするわけです。で、それが杞憂ですよ
と、ステイクホルダーの人たちが言っていることは杞憂のようなことであるということであれ
ば、異議申立を却下することもあるわけです。ですから、入り口のところで非常に間口を狭め
てしまうというのは設立の趣旨からいってもいかがと思いますので、取っていただきたいとい
う意見です。 
 
（矢島次長） 
 もう一度、だいぶ時間もかかりましたので、少しまとめさせていただくと、「確実に」とい
うのは、なかなか分かりにくい概念であると、逆に非常に間口を狭めるような形の印象を持つ
ということなのだろうと思います。ただ、一方で、産業界の方からのお話のように、非常に蓋
然性が低いものまで入ってしまうと、これはまた広げすぎというところもあります。ここは、
「確実に」というのは若干不適当かという感じもしますが、一方で、「恐れ」の法的な解釈と
いうのでしょうか、これまでもいろいろな有権解釈が出ていると思うのですが、そこまで必ず
しもＪＢＩＣ側として把握していないかも分からないので、そこのチェックをしていただいて、
この文言の修正をいただきたいと思います。 
 ですから、次回にこれをまた提示していただくということで、次に進めさせていただきたい
と思います。 
 次は、「申立人の要件」でございます。ここのところは、先ほどの「確実に見込まれる」と
いうのは同じでございますので、最初のパラグラフのところは文言修正ということでございま
す。セカンドパラグラフのところで代理人の要件を記載してございますが、ここについてご意
見はございますか。 
 
（発言者Ｄ） 
前回までここの代理人の文章は入っていなかったと思うのです。チベットの例等、そういっ

た場合には特例でもって代理人を認めるということで皆さんは了解したのではないかと思う
のですが、そのへんはいかがでしょう。 
 
（矢島次長） 
 例としてそういう例が出されたということではあると思いますが、このへんの、代理人の規
定の決めた経緯をＪＢＩＣ側で少し説明してください。 
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（入柿課長） 
 確かにこの場で、そういう場合にということであったかと思うのですが、基本的な方向とし
ては代理人制度そのものは認めていこうという方向だったと考えております。それから、どう
いう場合にというのを特定するのはなかなか難しかろうということで、ここのところで、代理
人を置いてもよいということと、その際の要件を、形式的な要件ですが、実際に申立人本人が
特定されていることと、代理権の授権が正確に行われていることの証憑を出すということで定
めさせていただいたということでございます。 
 
（発言者Ｄ） 
 産業界のほうとしては異議申立の濫用を懸念しているわけです。米国などでは、成功報酬を
もらうことによって代理の訴訟をするということがかなり頻繁に行われています。そういった
状況になるのを非常に懸念しているわけで、例えば、「ただし、申立は、当該地域の事由によ
り本人が直接異議申立を行えない場合は、代理人を通じて行うこともできる」というように、
多少変更していただけないかと思います。 
 
（矢島次長） 
 今のお話は、ここのパラグラフに書いてあります「代理人を介して申立を行う必要性」とい
うところを、むしろ、介さないと無理だから、できないからという文言にということですか。 
 確かに、「必要性」というのは「できないから」ということになるのであろうとは思います
が。はい、どうぞ。 
 
（発言者Ｂ） 
 別の点になりますが、よろしいでしょうか。この「2人」ということで……。 
 今の方が言われたように、代理人の場合について、成功報酬みたいな形の代理人は当然はじ
かれるのだろうと。「代償金が出た場合、それの半分ぐらいを私はもらう」とか、そんな代理
人は困る。当然のことながら、そのへんは、代理人となった場合の契約形態はどうなっている
とかというのは、本当に地域の人のことを考える代理人ということだと、まず、いたしますが、
言いたい点は別の視点です。 
 かねがね言ってますように、業界としては、「地域住民を代表する人」というのが訴えを起
こすのではないかということで、プロジェクトの場合に、例えば、ゴミ発電とした場合、ゴミ
処理に困っている都市はたくさんあるわけで、都市住民全体が地域住民になるわけであります。
その中で、ゴミ発電所を造るすぐ周辺の人は、ゴミが運ばれてくる、臭いがするということで
反対なわけであります。そうすると、賛成の人、反対の人がいるということです。ゴミ発電所
周辺の人は、国内でも、例えば、200、300人はいるわけでありまして、そのうちの2人が、「私
はゴミ発電所のすぐ付近にいて、毎日臭うから困る。被害を受けている」、あるいは、「ゴミ
の収集車が毎日通って交通に迷惑しているから被害が発生してる」と言ってゴミ発電所に反対
でありますという形も、これは異議申立ができるのかなという気がするのです。 
 これは、日本の場合については、少数民族ということで問題ありませんから、民主的プロセ
スで判断して動いているかと思うのですが、そういった国内の例を当てはめてみた場合の申立
人2人ということについては、例えば、ゴミ発電とか、あるいは水の浄水場の施設でもそうで
すが、必ず、迷惑施設ですから、被害を被る人は出ると思うのです。そういうのに対してもど
んどん積極的に拾って異議申立を受け付けるようにしろということとは……、ＮＧＯの方々の
主張もそうではないと思うのです。だから、どういう規定がいいのかはもちろんあるのですが、
影響を受けている人の声の代表をするという概念はなくてもいいのかなと。「2人」といった
場合には、相当な数になるでしょうし、そのへんは、わーっと出てくることはないのかとか、
同じ案件の中で「2人」という人が何組も出た場合にはどうするのか。現実の処理も考えます
と、この「2人」という規定については、現実の地域住民の声を代表するような人なのかとい
う視点と、業務上膨大になるような懸念はないのかというところについて、ＪＢＩＣの考えを
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聞かせていただければと思います。 
 
（矢島次長） 
 今のお話は、申立人の「2人以上の住民」というところが、逆に言うと広すぎると。もう少
し具体的に言うと、「地域の代表」というのはやや定義が難しいのかも分かりませんが、「重
大な被害を被っている住民の代表」ということですか。 
 
（発言者Ｂ） 
 例えば、地域の代表という場合に、影響を受ける地域が1から10までの地域に分かれるとし
た場合に、1地域、2地域、3地域、4地域とあった場合について、訴えを起こす人が1地域の代
表ということならば、10のうちの……。ＡＢＣでもいいのですが、ＡＢＣＤという地域のうち
のＡの地域の代表をして「異議あり」と私は言わせていただいております、ということならば
分かりやすいかと。 
 なかなか明確に区分けできるかというのはあるのですが、どの地域を代表するのかというこ
とはある程度明確にできるのではないかと。 
 
（矢島次長） 
 要は、同種の被害を受けていらっしゃる方々が住んでいる、当然、地域としては集中してい
るということが考えられますが、その同一の被害を受けていらっしゃる方々の代表という理解
ですか。 
 
（発言者Ｂ） 
 そういうことです。 
 
（メコンウォッチ福田氏） 
二つのことを申し上げたいと思います。一つは、多くの人が利益を受けて少数の人が被害を

受ける際に、少数の人たちの被害の声を聞かなくていいという話ではないと思いますし、そう
いった観点でこのガイドラインそのものができていると思います。2点目は、実際に現在世界
銀行のインスペクションパネルの場合は「2人以上というグループ」という規定でもってこれ
まで、93年から運用されてますが、山ほどケースが来ているわけでもありません。実際に「2
人」というケースがあったわけでもないと……、あ、1件ある。ほとんどのケースで、かなり
の人数、10数人、あるいは、多いケースだと何百人という人たちがばーっと署名して出してい
る。もちろん可能性としてそういうことがあるということは否定しませんが、実際に現実的に
考えたときに、そういうことは起こらないだろうと思うということです。 
 
（入柿課長） 
 ＪＢＩＣの考えを問われましたのでお答えします。二つご指摘いただいたと思います。最初
の、代理人を認める場合をもう少し限定してということについては、ここは「必要性」と書い
たところに込められておりますが、気持ちはそういうことでございます。修文の案をいただき
ましたが、それを入れることで特にプラクティカルに問題はございませんので、特段この場で
反論がなければ、そこはそういうふうに修文したいと思います。 
 それから、「2人以上」のところでございますが、実際、プラクティカルに、この申立人が
当該地域なり何々なりを代表しているということを確認するのは難しいだろうと思いますし、
ここは、1人でないというところにそういう気持ちは込められておると思っておりまして、こ
れ以上の書きぶりは考えがたいというのが本音でございます。 
 あと、そこのところはあまり考え方に違いはないと思うのですが、少数者の意見は受け付け
ないということではもちろんございませんので、その点ははっきりさせておきたいと思います。 
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（ＯＤＡウォッチャーズ坂元氏） 
議論の仕方ですが、先程の方が言われたようなケースはもちろんあると思うのですが、そろ

そろこれも2回目のディバイスのところにかかってまして、まとめているということで、極端
なケースを想定されて文言を変えるということはいかがかと思うのです。 
 もう一つは、先ほど言われましたように、「2人」とか、そういう場合でも、これ自身、代
理人ということは、絶対そうでないとできないという規定よりも、この原案のほうが私はベタ
ーだと。というのは、ある程度便宜上使える場合もあると思うのです。必要性があるというの
と義務というのが分からないのですが、マストとか、シュッドとかよく分からないのですが、
どういう英語の表現になるか分からないのですが、どちらにしましても、現状のままのほうが、
私は、これまでの議論に沿った表現になっているのではないかと思います。 
 
（発言者Ｂ） 
 議論の延長で、1点確認ですが、例えば、訴える人が2人とした場合、そこで記載される被害
というのは、その2人に起きている被害のみを書けばいいのか、その被害が2人以外の人にも及
んでいるとした場合、その被害の及んでいる範囲についてはこの範囲内ですよということを書
いて出すのか、どちらなのか教えていただければと思います。 
 
（入柿課長） 
 それは両方のケースがあり得ると思うのです。その方々に直接起きている被害と、その方た
ちを含む住民に対する被害が出ているという、両方のケースがあろうかとは思います。ただ、
いずれの場合にしても、申立を排除するものではございませんし、予備調査あるいは本調査の
段階で、そこの被害を受けている他の方々、あるいは、被害を受けていない、ベネフィットを
受けられる方々、そのへんにはバランス良くヒアリング等を行って、調査をして、対話の促進
を図っていくということかと思っております。 
 
（発言者Ｄ） 
 先ほど坂元さんのほうから、議論に則ってこれが作られているというお話があったのですが、
前回はこの条文はありませんで、前回の議論では、特例としてそういったことを記載してはど
うですかというお話だったので、私が言ったことは前回の議論に則っていると考えてます。 
 
（環境省小川氏） 
別な論点ですが、よろしいでしょうか。2のところです。前回のラウンドのときに問題提起

させていただきました、環境影響に対する異議申立をどうするかというお話をお聞きしたいの
です。若干、あまりよく理解されていないところがあると思いますので、もう一回論点を申し
ます。例えば、生物多様性について甚大な影響が及ぶ、しかしながら、直接的にそれが人間の
被害にならないというケースがあるのです。そういった場合、現在の文言ですと、「当該プロ
ジェクトにより現実の直接的な被害を受けた、あるいは、それが見込まれる人」となってます
ので、人間本人に影響が及ばない場合には異議申立はできないというシステムなわけです。そ
うしますと、環境影響の場合について片手落ちになっているのではないかという問題提起でご
ざいます。 
 これは生物に異議申立をさせろということではありません。それはいずれにしてもフィクシ
ョナルな話ですから。例えば、そういうのを入れるとすれば、「当該地域に住んでいる地域住
民に、環境影響についても異議申立を認める」とか、あるいは「その地域の環境保全に関与し
ているＮＧＯとか研究者にはその地域の環境影響について異議申立を認める」とか、そういう
やり方はあると思うのです。この点について、ＪＢＩＣのお考えをうかがいたいと思います。 
 
（入柿課長） 
 前回のＰＣＦの場で、本件については、本行から、かかる申立は本件の異議申立手続きにそ
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ぐわないと考えている旨ご説明いたしまして、その場では特段反応がなかったものですから、
今回改訂案では特に修正を加えていないというのがございます。 
 考え方としましては、この異議申立手続きは、本行のガイドラインの遵守を確保するための
仕組みではございますが、これまでご説明しておるとおり、地域住民に被害が発生しているこ
とを前提としております。本行としましては、人権の尊重とか配慮を重要な課題と考えていて、
これらを損なうことがないよう、通常の内部牽制体制に加えて本件の異議申立手続きを設計し
ているということでございます。一方、環境への配慮について、これをなおざりにしているわ
けでは当然ございませんで、ガイドラインに記載されているとおり十分に留意していきたいと
考えております。したがいまして、ご意見とかについては歓迎いたしますが、この異議申立手
続きを通じてそういうことを達成するということは、今のところ考えていないということでご
ざいます。 
 ちなみに、世銀のインスペクションパネルでも、自身に被害が発生している、あるいは発生
する恐れがあるという人が申立をできることとされているということも申し添えさせていた
だきたいと思います。 
 なかなかプラクティカルに難しいということもございまして、この異議申立手続きについて
はそのへんは対象外とさせていただきたいという考えでございます。 
 
（矢島次長） 
 今、別の問題が入ってきまして、説明は一応していただきましたが、その前のところが必ず
しも整理されていないのです。まずは、申立人の人数のところですが、なかなか地域の代表と
いうところの認定が難しいというところがあると思います。そういう意味では、このフロアの
意見の方向性としては、このような文言で維持させていただきたいと思います。 
 一方で、代理人のところは、確かに「必要性」というよりも、「それが難しい」ということ
で……。この前の議論も、いきなりＪＢＩＣに直接異議申立をするのが困難、難しいので代理
人、というのが基本的な考え方だと思います。そういう意味では、「代理人を介して申立を行
う必要性」というか、逆に、「本人では難しいのだ」という文言の整理はあり得るのかと思っ
ています。 
 
（発言者Ｂ） 
 なかなか難しいという話はよく分かります。ただ、運用ベースで、地域住民に影響があるか
なしやという判断のときに、先ほどＮＧＯの人がダムの少数民族の話を言われたのですが、少
数民族の中で、では、ＮＧＯの考える少数民族が1,000人おられて、1,000人の中で議論がされ
て、その中で、例えば、賛成の人もいる、反対の人もいるということで、少数民族の中で話し
合いが行われて、それでマジョリティとしては賛成だったという場合については、なった人が、
全体の少数民族の考えているマジョリティを反映した意見を尊重するということかと思うの
です。では、少数民族の範囲はどの範囲かというと、個々のケースごとによって大きく異なる
ところかと思いますし、難しいとは思うので、実際上の運用で、個々のケースにあって想定さ
れているところの地域住民というのはどの範囲かということを想定していただいて、その中で、
大多数の意見を反映して異議申立をしているのかどうなのかということをぜひご判断してい
ただくようにお願いしたいと思います。その際には、異議の中におけます被害については、訴
えをしている2人だけではなくて、その人が考えている範囲内の地域住民の被害全体を記載し
て出していただいたほうがいいのではないかということで、これも併せて希望表明ということ
で意見を述べさせていただきます。 
 
（矢島次長） 
 分かりました。ありがとうございました。まさに運用面のところで、「原則」にもうたって
おりますが、「中立性」ということで、関係のある方々から広く意見を聴取して最終的に遵守・
不遵守の判断を行っていくということでございますので、そういう中で今のご意見は十分反映
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されていくと思います。そのへんも、むしろテイクノートをＪＢＩＣ側のほうはしていただけ
ればと思います。まだ、ございますか。 
 
（ＪＡＣＳＥＳ石田氏） 
先ほど環境省の小川さんがおっしゃった件に関して、遅くなってしまって申し訳ないのです

が、生物多様性に関する影響というのは重要だと思うのです。もともとこれは環境ガイドライ
ンでして、環境に対する影響ですので、人間に対する影響でなくても、それがもし地球全体と
して生物多様性に多大な影響があるということであれば、それこそまさに手続きを取らなけれ
ばいけないところではないかと思うのです。私もあまりそういったことに専門的には詳しくな
いので、では、どういった表現がいいですとかは思いつかないのですが、例えば、生物多様性
とか、ある特定のものに関しては、直接的な被害を受ける人間に申立の要件は限らないとする
とか、いくつか限定して設けてはどうでしょうか。ご検討いただければと思います。 
 

（矢島次長） 
 ここのところは先ほどの説明に尽きるのかも分かりませんが、追加でありましたら。 
 
（入柿課長） 
 特に追加があるわけではないのですが、実際に、生物多様性等になりますと、この後の調査
手続きとかいったところもかなり変わってくるのかと思いまして、なかなかプラクティカルに
制度を設計するのが難しいのではないかと思っております。毫もその重要性について軽視して
いるわけではないのでございますが、この手続き自体はむしろ人権とかいったところにより配
慮したものになっておりますので、そこのところは、われわれの考えとしては、入れるのは難
しいと思っております。 
 
（矢島次長） 
 それでは、だいぶこの個所も時間が経ちまして、ご意見を賜りながら、受け入れられるとこ
ろは入れていっていただければと思います。 
 次に「期間」でございます。ここはパブリック・コンサルテーションの過去の場合でもかな
り議論があったところでございまして、この整理で言いますと、ポイントは、融資契約の締結
前の段階と貸出の終了後の段階だと思います。パブリック・コンサルテーションの意見を踏ま
えながら、特に貸出終了後のほうは、モニタリングのところまで。お話をうかがうと、モニタ
リングをきちっとしていないというガイドライン不遵守があるのではないかというご指摘だ
ったのだろうと思いますが、そういうことも反映してこの原案はできているのであろうと思い
ます。 
 融資契約締結前の段階は、繰り返し議論になっておりますが、あくまでこれは異議申立とい
うことで、整理としては、意思決定後に異議申立を受ける、これが異議申立手続きの役割とい
うことです。融資決定前の段階は、前々回ですか、原科先生からもご提言がございましたが、
融資契約締結前のまさに調査中の段階の意見聴取が必ずしもはっきりしないと。あのときの原
科先生のお話ですと、単に聞き置くだけではなくて、双方向で意見を聞くということが非常に
重要だという、ミーニングフルリプライとか、そんな表現があったと思うのですが、そういう
ことのご提言もございました。そういうところを踏まえた、全体の意見の聴取から、異議申立
のところの考え方をもう一度説明をいただいた後で、ご意見を賜りたいと思います。 
 
（入柿課長） 
 今、議長に整理していただいたので、あまり付け加えることもないのです。前と後の問題で
ございまして、簡単なのは後のほうでございます。こちらのほうについては、貸出が終了する
までの間とそれ以降の間で借入人と私どもの関係が変わるという点については一定のご理解
をいただいたと思っております。ただ、ローンアグリーメントに基づいて貸出終了後もモニタ
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リングということの義務が発生することもあるということでございまして、その点については、
相変わらず借入人と私どもの関係についてはある程度その範囲内で関係がある、それ以降もあ
るのですが、こういう観点での関係があるというご意見でだいたい収斂したかと思っておりま
す。したがいまして、このモニタリングの期間中、モニタリングの規定の遵守・不遵守という
ことの異議申立は可能であるということで整理させていただきました。 
 確かに、貸出終了とともに若干われわれと借入人の関係が変わるということなので、全く同
じ異議申立というわけにはいかないということで、こういうふうに整理させていただいており
ます。 
 それから、融資契約の調印以前の部分でございますが、私どもの場合、基本的には環境の審
査等も最終的な終了は融資の契約調印のときであるということでございます。それまでの間、
われわれの意思決定の最終成果でないところの異議申立を認めるというのは若干おかしいの
ではないかという従来の主張についてはそのままとしておりますが、それ以前のところで意見
を十分に聞くというところについて必ずしも明確な書きぶりがないというご指摘もございま
した。そこを整理すべきというご意見をいただいたと考えておりまして、そこのところを、こ
この部分で、明確な投融資部門の義務として書いたものでございます。 
 したがいまして、環境担当審査役が受け付けた場合には、投融資担当部署に、融資契約調印
以前の場合は移送するということでございまして、それに対して投融資担当部署がガイドライ
ンに則って誠実に対応するという文言を入れまして、ここで実効性を確保しようということで
ございます。 
 
（矢島次長） 
 それでは、ご意見をいただきたいと思います。 
 
（ＦＯＥ松本氏） 
 この件はずいぶん議論させていただいたのですが、私は今回のまとめが全然議論を反映して
いるものになっているとは思っておりません。まず第1に、本当に何度も繰り返しになってし
まいますが、融資契約が意思決定であるとおっしゃいますが、融資契約の前に事務局との意思
決定があると思われます。この事務局の意思決定といわゆる役員会での融資契約との間にさま
ざまな問題が起こっております。世界銀行の事例もＪＢＩＣのほうで検討されていると思いま
すが、世界銀行の事例の中では、これまで3件、事前の異議申立受け付けが行われております。
この事前の受け付けはいずれも、世界銀行の事務局は「ガイドラインを遵守している。来週に
も理事会を通す」というところで、最後の最後でもう折り合いが合わないということで、それ
でもって最終的に異議申立をインスペクションパネルに訴えているわけです。この間にきちん
と異議申立を受け付けることによって、しかも、この3件とも、インスペクションパネルが、
世界銀行のガイドラインに遵守していなかったという報告書をまとめているわけです。こうい
った形で事前に問題が明らかになる、事務局の中で明らかにされなかった問題が。さんざんの
ＮＧＯの指摘、あるいは影響住民の指摘にもかかわらず事務局が受け入れなかったポイントに
ついて、第三者の調査によって政策の不遵守が明らかになった。そういう事例を見ますと、や
はり問題を事前に解決するためには事前の受付がどうしても必要になってくると思います。こ
ういった先進的な事例をＪＢＩＣとしてもぜひ勉強していただいて、再度検討していただく必
要があると思っております。 
 また、この新しい案をＪＢＩＣのほうから出していただいておりますが、これでは原科先生
がおっしゃっているミーニングフルリプライということになっておりません。これは、「必要
に応じて投融資部門に移送する」というところにまず一つ壁がありますし、もう一つ、「かか
る意見に対して適切に対応するように依頼することができる」ということで、リプライすると
かいうことが全くここではきちんと確保されておりません。これではミーニングフルリプライ
になっておりません。異議申立機関は、そういった第三者の視点でもって、事務局ではない方
がガイドラインの遵守・不遵守をチェックするというところがポイントだと思っております。
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第三者の視点が、この新しくＪＢＩＣで提案してくださっている中では入っておりません。こ
れでは投融資担当部署が判断をするということにしかなっておりません。これは全く代替案と
しては受け入れることができないと思っております。 
 続けて申し上げますと、後ろのモニタリングのところも、モニタリングの範囲まで広げてい
ただいているのは進展だと思っておりますが、ただ、受付をモニタリング規定の不遵守に関す
る異議申立に限っていらっしゃるわけです。モニタリングの期間中であっても、実際にさまざ
まなガイドライン全体の問題が明らかになってくる可能性はあるわけです。どうしてこういっ
たものを受け入れられないのか理解ができませんので、もう一度検討していただきたいと思い
ます。 
 
（矢島次長） 
 それでは、世銀のケースと違う点もあるのだろうと思いますが、そういう点を踏まえたうえ
での対応の違いと……。ただ、先ほどのミーニングフルリプライのところは、「移送」が「必
要に応じて」ということではなくて、「投融資担当部署が誠実に対応する」というところが対
応しているのだろうと思いますので、そこは指摘をさせていただきたいと思います。あとはモ
ニタリングのところでございますが、ここは、「申立の要件」のところの「重大な被害の恐れ」
というところとかかわってくるところだろうと思いますので、その点も踏まえながら説明をし
てもらいたいと思います。 
 
（入柿課長） まず、非常にテクニカルのところですが、「必要に応じて投融資担当部署に移
送する」というところは一つの壁だとおっしゃったのですが、この「必要に応じて」というの
は環境担当審査役の判断でございまして、ここを投融資担当部署の判断としているわけでござ
いません。そのへんは、1点、指摘させていただきます。 
 世銀との違い等ですが、何点かあると思います。まず、世銀のほうは、これは前回も申し上
げたことですが、技術協力等を利用しまして案件の形成自体に関与していて、要はプロジェク
トの実施主体者と同じ側に立っていることが多いということでございます。したがって、プロ
ジェクト形成がある程度進んだ段階で世銀としては後戻りするインセンティブが働かなくな
る。そのために外部からの異議申立を早い段階で関与させるということなのだと思います。一
方、本行の場合、案件の最終段階で関与することが多いわけでございますし、そもそもプロジ
ェクト実施主体と同じ側に立つことはない、常に中立的な立場にあるということだと思います。
したがって、後戻りすることはいつでも可能であって、特に外部からの異議申立を関与させる
必要はないと考えております。 
 それから、世銀の場合は、インスペクションパネルは理事会の諮問機関であるということで、
総裁の諮問機関ではございません。われわれのほうは事務局の長が総裁でございまして、事務
局としての判断は総裁の判断だということになっております。理事会にどのような案件を上げ
るかは、世銀の場合は総裁の権限の下にありまして、理事会は検討中の案件に対して有効に指
示することが難しいわけです。要するに、理事会としては事務局の検討の期間にこれに関与す
ることはなかなか難しいわけでございます。そこで、理事会に上がる前に個別案件情報を収集
してマネジメント側に有効に指示を出すということも目的としたのがインスペクションパネ
ルであると整理できると思います。 
 一方、本行の場合は、総裁は自らどの案件を決裁すべきかを決めるということでございまし
て、検討中の案件に対してもすべて総裁の指示に従っているということになっています。世銀
で言うところの理事会と事務局との関係とは違う関係にございまして、すべてが総裁の下で総
裁が総理するという形になっているということでございます。したがいまして、そういう体制
を取っている本行の制度の下でインスペクションパネルを契約調印前の案件に関与させると
いうことになりますと、基本的にはインスペクションパネルが第2の環境審査室となるだけで
ございまして、事後審査機関としての性格はなくなってくると整理しております。 
 それから、ＩＦＣの場合はオンブズマンでございますので、基本的に性格が問題解決型でご
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ざいます。問題解決型の組織については、できるだけ早くから問題を認識して対応することが
重要になっていきますし、それで関与するあれができてくると思います。制度の目的からして
異議を早い段階で受け付ける必要があってそうしていると思います。 
 したがいまして、本行と世銀との構造の違いを考えますと、融資契約の調印前にこうしたパ
ネルが関与するというのは若干違和感があるということかと思います。 
 それから、貸出終了後のモニタリングのところでございますが、モニタリングについては、
当初、環境レビューを行って、そこで必要とされる部分のモニタリングを行っておるわけでご
ざいます。そのモニタリングに対する異議申立ということで基本的には全部網羅しているので
はないかと私は考えます。モニタリングをしているかどうかというところが遵守・不遵守にな
るわけでございますが、モニタリングが十分でないとかいう指摘の中に環境上の問題はすべて
含まれてくるのではないかと思っております。結局、環境レビューの結果としてモニタリング
があるわけでございますので、モニタリングの遵守・不遵守というものが結果的には環境レビ
ューのあり方とも密接にかかわってくるということだと思います。 
 それと、これは繰り返しになりますが、貸出の終了前と後では本行と借入人との関係は変わ
ってまいりますので、そこのところはやはりなんらかの形でメリハリをつける必要があると考
えております。 
 
（発言者Ｂ） 
 異議申立の期間の、いつから受け付けるかということについてですが、2点申し上げたいと
思うのです。基本的に今回については、新環境ガイドラインを制定して、ガイドラインをいか
に遵守するかということで動いているわけであります。新しい環境ガイドラインを決めて、Ｊ
ＢＩＣとしてはそれを遵守するように動くということでございますので、基本的に性善説で対
応していくのではないかということで、その判断に必要な情報はどんどん出していくというこ
とだと思います。先ほど発言があって、審査している人がいかにも不誠実に対応するというよ
うな話をやられたのですが、したがって事前だとか言われるのですが、そこは、ＪＢＩＣのほ
うも、新環境ガイドラインが新しく制定されて、その運用をきちんと対応するという精神だと
思います。そこは、日本の制度すべてがそうだと思うのですが、基本的には性善説に立っての
運用をやる。それをいかにきちんとやっていくかということではないかというのがまず一つで
す。 
 意見についてですが、意見はいつでも言えるという状況かと理解しております。Ｌ／Ａ締結
以前については一切の意見を受け付けないということになれば問題かと思いますが、現時点で
は、賛成の人もおられるでしょうし、反対の人もおられるでしょうし、いろいろなコメントの
ある人については、私のほうは、少なくともＪＢＩＣはどんな意見でも公平に受け付けている
ということで、それを総合的に最終的には判断すると聞いております。したがって、Ｌ／Ａの
締結以前は審査金融業務部のほうで、投融資担当部署のほうでいろいろな意見を聞いて判断す
るわけでありますので、その中として聞けばいいのではないかと。この不遵守の場合の異議申
立は、そうした中で、後に、第三者チェックで不遵守の場合について動く制度になっておりま
すので、基本的には、ローンアグリーメントを締結して、それに対して不遵守であるという際
に動き出すメカニズムではないのかと。したがって、書いた文言で、そう考えますと、契約調
印以前に外部から意見が出された場合には、基本的にそれは投融資担当部署に行くのではない
かということで、環境担当審査役に行くというのがおかしいのではないかと、手続き的には。
参考に行くのはいいかもしれませんが、基本的にはメインは投融資担当部署に行くのであって、
そこで責任を持ってきちんと処理をするということではないのかということです。環境担当審
査役にそれが行くというのは非常に違和感がありまして、制度的には別ではないかという気が
いたしております。したがいまして、これはきちんと制度論として分けるべきではないかと考
えております。 
 
（矢島次長） 
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 今の移送のところは、当然にして投融資部門で、ガイドラインでも、誠実に対応するという
ことになっていると思うのですが、そうはいっても、間違ってといいましょうか、来るケース
があるであろうと、そういうときに、それを全く受理もしないでそのままにしてしまうという
こともできないということだと思います。なんらか来た以上、開けるということになると思い
ますし、それで移送するということだと思います。 
 先週、実は、私宛のレターということで、本件について風間さんからご意見をいただいたの
です。風間さん、何かございますか。特になければよろしいですが。よろしいですか。はい、
分かりました。 
 風間さんのご意見は、むしろ融資契約締結後に異議申立を受けるべきであるというご主張を
されているので、ご紹介させていただきます。 
 
（発言者Ｅ） 
途中の議論をフォローしきれてなかったので発言を控えてまいりましたが、このケースはな

かなか分かりにくいので、ぜひきちんと整理していただきたいという意味で、質問というか確
認をさせていただきたいのです。まず一つは、ガイドライン自体がどの期間をカバーしている
かという問題です。ガイドラインがカバーしている期間であれば、ガイドライン遵守・不遵守
の問題が出たときにそれに関する異議申立があるというのは、言葉の定義上自然な話という気
がするので、ガイドライン自体がどの期間を、基本的なことで恐縮ですが、カバーしているの
かという点の確認が1点。 
 あと、用語が、例えば、ちょうどそのページのいちばん上に、「異議申立は本行の投融資案
件であり本行がガイドラインを」とあるのですが、「投融資案件」というのがいつから成立す
るのか。このへんのくだりが、ガイドラインの遵守・不遵守というだけなのか、「投融資案件
であり」という条件が付くのか、いろいろな書きぶりがあります。おそらくそのへんをきちん
と整理しないと、どっちにするにせよ議論が混乱すると思いますので、確認していただければ
と思います。 
 
（発言者Ｆ） 
 この前、申し上げたつもりですが、何か事業をやろうとしていて、その事業が、プロジェク
トが、被害がありそうであるということを申し述べることは、このガイドラインではいつでも
できるようになっている。異議を申立てるということは、案件として成立しているものに対し
てクレームをつけるわけですから、まだ案件として成立していないものに対してそれを持ち出
されても処理ができないと私は思ったわけです。ですから、これ以外に、プロジェクトが好ま
しくないという話を受け付けるところがないのであれば、その異議申立は可能ですが、単なる
予定としてまだ正式に何も行われていないものに対して異議申立というのは、普通はそういう
言葉の使い方はしないわけです。 
 今までは、あらかじめ結論が決まっていて、それに対して結論が先にあって、それに持って
いくようなアセスメントなどをする。このガイドラインについてはそういう精神ではない。で
すから、このプロジェクトが仮に成り立ったとしたら、こういう被害が起きる可能性がある、
だからなんとかしてくれということを言いに行くチャンスはいろいろあるわけです。ただ、
「異議申立」という用語の定義は、つまり、案件として成立した段階でクレームをつけるとい
うのが「異議」だと私は思うわけです。 
 例えば、当行が関与するとか何とか、まだ関与していないやつに対していろいろな組織が動
くということは、現実の問題としては非常に困るわけです。行け行けどんどんでやれという、
今、そういう世の中ではないと私は思うわけです。そういう時代もあったのだが、現時点で、
何が何でもいいからやってしまえ、で、やった後で、カネは出したがいろいろトラブルが起き
てにっちもさっちも行かなくなるということは当然起きてくるわけです。そういうことを起こ
さないためにいろいろな手続きが決まっているのだと私は思うわけです。 
 「異議申立」という用語については、段階を経て、フォーマルに、ちゃんとリーガルに決ま
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っていたものに対して「困る」と言うことが異議申立であると。それ以外にそういう苦情を受
け付ける段階がないのかと。そういうことではないように私は思ったわけです。そうしないと、
いろいろな話に、まだ話として決まってもいないものに次から次と振り回されると、それで遵
守とか不遵守とかと言われても困るのではないかと思ったわけです。ですから、それぞれの段
階でそれぞれの情報のチャネルがあって、それに対して言われてきたことに対して対応すると
いうことが前提になっていて、そして、いよいよフォーマルに決まってしまったものに対して
「それは困るよ」と言うのが、この場合の異議申立だと私は考えたわけです。 
 それ以外に他に情報のチャネルがないというのであるならば、それは初めからやるべきです
が、いくつかの段階を経て、きょうお見えかどうか、原科先生も、5段階あって、その5段階の
うちの初めのほうの段階でもちろん話を聞く、インフォームをして、そしてリプライをする、
で、ミーニングフルリプライをする、最後は一緒にやる、パートナーシップであるということ
をおっしゃられたのですが、つまり、何が何でも行け行けどんどんでやれという精神では、こ
のガイドラインは、ないように思われるのです。そうするとやはり、事務手続きでどこかで線
を引かなければいけない。だから、まだ案件が成立していない段階で苦情を持ってこられても、
それは困るよと。そういうシステムではないように私は思ったわけです。 
 苦情処理は、案件として成立したものに対して苦情を申立るのが「異議」だと。つまり、術
語といいますか、テクニカルタームとして、案件が成立した後のクレーム処理が異議申立であ
ると。それ以外にも苦情を言っていくチャネルは開かれているわけですから、そういう段階に
分けて論議をしていかないと。言われてきたことは何でもかんでも「はいはい」と言っていた
ら、本来の目的を逸脱したようないろいろな利害関係がありますから、そういうものに対して
もすべて対応していたのでは切りがないと私は思ったわけです。 
 段階があって、コミュニケーションチャネルはいろいろなところで開かれているのだという
ことを前提にしてこの話が進んでいると思ったから、私は余計なことを申し上げているわけで
す。それだけです。 
 
（矢島次長） 
先程の方の質問に対して、回答をＪＢＩＣにお願いします。 

 
（入柿課長） 
 環境ガイドラインは、本行が行う環境社会配慮確認手続き（融資決定前、融資決定後を含む）
と、判断にあたっての基準、および融資等の対象となるプロジェクトが環境社会配慮の観点か
ら求められる要件を示す」ということを目的としております。そうしますとカバレッジは、融
資決定前から融資決定後、両方含んだものでございます。 
 案件としての成立云々の話でございますが、一つに、われわれのほうとしましては、融資決
定に向けてこのガイドラインに沿って環境社会配慮確認を続けていって、その確認の結果が問
題ないと判断して融資を決定するわけでございますので、その融資決定前の段階は一連の環境
配慮確認の途中段階であるということでございます。したがいまして、その段階で結果が出た
わけではないと申しますか、初めて融資決定の段階で結果が出るという流れかと思っておりま
す。 
 特に案件の成立云々の話でございますが、民間のプロジェクト等の場合はより鮮明に、プロ
ジェクトはあるわけでございますが、本行が融資するかどうかということについては、競合す
る他の会社、他の会社が引っ張ってくるところの競合する融資先がある段階がずっと続きます。
したがいまして、そういった段階から本行に対する異議申立を受け付けるということが、若干
プロジェクト自体に介入することになってしまう、案件が成立していない段階でプロジェクト
に関与することになってしまうということかと思います。 
 
（外務省高田氏） 
 私も確認の続きですが、この第2次ドラフトを見て、それから、「モニタリング」というガ
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イドラインの元のところを見て、意外と広いなと、貸出後起こっている問題も基本的に対応で
きると思ったのですが、先ほどの入柿さんの説明だと、それに疑問がついてしまったのです。
モニタリングは環境レビューの結果に基づいてということだったのですが、元のガイドライン
では「プロジェクト開始後において予測が困難であった」という項目があるのです。要は、最
初では分からなかったようなことも起こった場合には適切に対応しなさいというのが書いて
あって、そういうケースに適切に対応していない場合はモニタリング規定不遵守になると私は
思ったのですが、いかがでしょうか。 
 
（入柿課長） 
 それはそのとおりです。 
 
（矢島次長） 
 そこはもう少し分かりやすく言いますと、「操業開始後」起こり得る、操業後も見るという
ことが趣旨になってくるのだろうと思います。 
 
（ＯＤＡウォッチャーズ坂元氏） 
議論が、ムードとか何か、行け行けどんどんとか、そういう話になっているので、決してそ

ういうことではなしに、われわれはずっと客観的に、どういうものを作れば合理的で、かつ公
平で客観的なものができるかということで細かい議論を続けてきていると思うのです。その中
で、今回のメコンウォッチとＦＯＥと「環境・持続社会」研究センターが出されていますご意
見の1ページ目の「異議申立の手続き開始の期間」にすべて言い尽くされていると思うのです。
いちばん大事なのは、この環境審査役というか、仮称ですが、この方は第三者性を持っている
ということです。ですから、この第三者性を持っているところにいつ持っていけるのか。被害
を受ける恐れのある人がこの第三者性を持っているところの人にいつ訴えられるのかという
ことをいつ確保できるのかという場合に、現実としては、カテゴリー分類作業とか、いろいろ
なところである程度、これまでの議論の中で、ＪＢＩＣ自体も、対外的な処分とまでは言えな
いまでもかかわりがあるのではないかという議論もあった。もう一つは、救済は早めにしたほ
うが、それこそ効率性の原則にまさに合っているのではないかと。こういう細かい具体的な議
論があったうえで出されている意見なのです。その点はご説明したいと思ってます。 
 
（矢島次長） 
 ただ、まさに未然に防ぐというのはあるのでしょうが、繰り返しＪＢＩＣ側からも説明して
いるように、融資決定前になんら意見を聞かないということではなくて、先ほどカテゴリー分
類とありましたが、そこは、予備審査の段階でカテゴリー分類ができて、最終的な環境の配慮
の確認の前の段階で情報公開をあえてして意見を聴取するという構成になっております。先ほ
どありました、異議申立というのはやはり、決定の行為があってそれに対する異議だと思いま
すので、その前の段階ですと、意思決定に入っていくということです。おっしゃる問題のとこ
ろは、事前に意見を聞くというところで、そこのところが必ずしも明快な透明性を持ったルー
ルになっていないという点は、ここでは「誠実に対応」という形になっております。制度上で
ということではありませんが、投融資担当部門については情報公開の段階ではっきり明示して
ありますし、そこでコンタクトいただくということです。おっしゃられているご懸念のところ
はそこで担保されているというのが、これまでのＪＢＩＣ側の説明であったのだと思うのです。
ですから、そこまで含めますと、意思決定でチェックをする人を何人置くのだと。現状でのＪ
ＢＩＣ内部の中での牽制体制と、さらに加えて検査をする。そこまで言い出しますと、さらに
環境審査役をチェックする人がいたほうがいいのではないかと、どんどん広がっていく話だと
思います。そこのところをやや明確に整理しているのがＪＢＩＣ案になっているということだ
ろうと思います。 
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（ＯＤＡウォッチャーズ坂元氏） 
今ちょうどおっしゃられたことと私は同じことなのです。今、ここは最終的な詰めの段階に

来ていると、前も申し上げましたように、思っているわけです。きっちり論点も整理されてき
ている。最終的にどういう形で折り合いをつけるかというか、どういう形の論理でこれを進め
ていくかというところまで来ているときに、行け行けどんどんとか、そういう議論ではないと
私は思います。 
 

（ＪＡＣＳＥＳ石田氏） 
 意思決定をされていないというお話だったのですが、事前の段階は。ただ、私は、基本的に
これはガイドラインに対する異議申立でありまして、要は、ＪＢＩＣがどういう手続きをして
社会環境配慮を確保してくるかという話をチェックするということですので、意思決定をして
いるとかしていないとかという問題ではないのではないかと。前からずっと議論があるのです
が、それは全然、私は合点はいっていません。 
 あと、ドラフトの8ページの、少し先の話ですが、「ガイドライン遵守にかかる事実の調査」
という項目の2個目のいちばん下のところに、実際調査を行うときに、「融資契約締結前まで
に行われた環境審査にかかる事実を確認する」という文言があるのです。ということは、これ
は実際に前の部分を、現実問題、審査しない限り……。融資決定後のいろいろなＥＩＡとか、
問題がいろいろ出てくれば、その前を審査しないわけにいかないという、実際、そういう行動
になっていると思うのです。それに関して対象にしていないというのは全然納得がいかない話
です。 
 また、予備審査をされてその後意見を聴取するというお話でして、何でもやっておけば末広
がりでどうしようもないというお話をおっしゃって、確かに極端な話はないと思うのですが、
やはりいちばん最初の段階がプロジェクトを形成するときに大きな影響を及ぼすと思うので
す。そういった意味で、ここを審査の対象にしないというのは現実的ではないと思います。 
 
（矢島次長） 
 そこは、繰り返しになりますが、メカニズムで、投融資部門に対する環境配慮のチェックを
行う部署があって、ここはあくまで事後的に、意思決定後の問題が発生して、それに対する異
議申立を受けるということですので、コンセプトが、おっしゃっているのと全然違うと思うの
です。ですから、意思決定過程の中で何人審査する人を置くのかという議論になってくるだろ
うと思うのです。そこは、実務上考えていただくと容易に結論は導き出せるのではないかと考
えられます。 
 どうぞ。先ほどの反対意見ということですね。 
 
（発言者Ｆ） 
 前々回でしたか、要するに、産業界の方で、こういうものをつけると日本の企業だけが、つ
まりＪＢＩＣのコントロール下にないところが勝ってしまう、だから、競争に負けるから、あ
まりこういう論議はしないでくれという意味のことをおっしゃった。私はそういうふうに取れ
たのです。ですから、行け行けどんどんという言葉を使ったのです。それに対して女性の松本
さんが怒ったわけですが、そういうことは、今まで積み上げてきた論議をまた前へ戻すから。
そういうことが事実あったのです。ですから、単に情緒的に私は申し上げているわけではない
のです。いいですか、坂元さんですか、そのときにいらっしゃったのですか。いました？ 時
間を戻すわけでしょう、ああいう論議は。つまり、こういう環境ガイドラインがあると日本の
企業が負けるからあまり時間をかけるなという意味のことをおっしゃったわけですから、ずっ
と時間をかけてきてある程度絞られてきているときにもっと前に戻るというのは、私は時間が
無駄になると思ったのです。 
 
（矢島次長） 
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 分かりました。今のは反対意見ということで、坂元さんのコメントに対するコメントという
ことでお受けいたしましたが、ちょっと本筋から外れてきていると思いますので、議論を進め
させていただきたいと思います。どうぞ。 
 
（ＦＯＥ松本氏） 
 私は、入柿さんの説明で全然納得がいかないのです。入柿さんは組織としてのＪＢＩＣと世
銀の違いを説明されたのですが、私たちが今ここで問題にしていることは、担当の融資担当部
門とは違う第三者のチェックがきちんと入るかどうかという視点である。入柿さんのお話です
と、ＪＢＩＣは事業者側ではないが、世銀は事業者側だとおっしゃっているように聞こえるの
ですが、必ずしもそうではないと思います。ＪＢＩＣと世界銀行とはそれほどプロジェクトの
最初のかかわり……、もちろん違う部分もありますが、世銀が事業者側であってＪＢＩＣは事
業者側ではないとかいうことではなくて、要するに、プロジェクトの融資を担当している人で
はない人が事前にチェックできるかどうか、そこがポイントであって、最初からかかわってい
る、途中からかかわっているという問題ではないと思っております。 
 何度も説明させていただいておりますが、世界銀行の場合ももちろん事前の話し合いの窓口
は持っております。情報公開もしておりますし、話し合いもしております。私は前回もご紹介
させていただきましたが、中国西部の貧困削減計画の場合は散々にわたって事務局側と議論を
してきました。事務局側もそれに対して対応してきました。ところが、何度議論をしても、「こ
れは世界銀行のガイドラインに沿っているので、これは理事会に回して最終的な意思決定をし
ます」とおっしゃったので、これでは埒が明かないということで異議申立をされたわけです。
私は、すべての審査の方が悪い方で、審査が悪いのではないかと言っているわけではなくて、
やはり見落としがあるし、誤解がある、それを第三者にきちんと審査をしてもらう必要がある
のではないかと。実際、世界銀行の場合は、この3件とも、「誤解ではないか」とＮＧＯや住
民の方が主張して、第三者の方が調査されたところ、やはり世界銀行のガイドライン違反であ
ったということが明らかになっているわけです。こういった経験をぜひ学んでいただきたいと
思うのです。そういった経験を基にもまだＪＢＩＣが事前にはどうしても受け付けたくないと
いう理由を、何か事例を基にご紹介いただけるのであれば、ぜひお話いただきたいと思ってお
ります。 
 先ほど入柿さんが説明の中で、問題ないという判断をしてから契約をするとおっしゃいまし
た。その、問題がないと判断した時点が融資契約の前なわけですから、判断をしたときから融
資契約の間に異議申立は受け付ける必要があると思います。そういった制度があることによっ
て、これまで機関の審査部門による不遵守が明らかにならなかったところが明らかになってき
ているわけですから、そこは、ＪＢＩＣが何のためにこの異議申立制度を作ろうとされている
のかというところに立ち返って、ぜひ良いものを検討していただきたいと思っております。 
 
（発言者Ｇ） 
 民間企業が主体的にやるものと政府間の合意に基づいて行われるＯＤＡとはやはり違うも
のがありますし、ここで、申立期間についてもＯＤＡとＯＯＦと分けて考えて取り決めをすれ
ば、そういった期間についての問題も解決するのではないかと思うのです。ＪＢＩＣとしては、
期間についてはＯＤＡとＯＯＦを分けて考えるということは全然検討されていないのでしょ
うか。 
 
（入柿課長） 
 その点につきましては、このパブリック・コンサルテーションのところで、具体的に、総論
として全体を分けることはしないということで合意があったと思います。個別に見て、どうし
ても両業務のほうで分けなければいけないという事態が議論の結果出てきたところについて
は、分けることも考えるというスタンスで臨んでおります。 
 本件については、特に両業務を変えるべきという必然性もないと思っておりまして、したが
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って、ここは変えていないということであります。 
 
（発言者Ｂ） 
 ＮＧＯの方の意見をお聞きして、意思決定の時点がいつなのかということがあって、私ども
産業界は、当然、Ｌ／Ａを締結した時点が意思決定の時点ということです。そうすると、不遵
守かどうかということで、不遵守に対する異議申立という制度が立つ。意思決定がなされる前
というのは、いろいろな意見もあるし、異論もあるだろうし、賛成の人もあれば反対の人もあ
るから、そこは自由に意見を言うということである。「異議」という言葉を使う以上は、不遵
守に対する異議申立なわけであります。したがって、意思決定がなされる以前の異議申立は成
り立たない。これはＮＧＯの人も同じだと思うのです。 
 意思決定が、では、いつなされたのかということについて、私どもは、当然のことながら、
Ｌ／Ａの締結時点が意思決定であると言っているわけであります。ＮＧＯの方は、いや、それ
以前に意思決定があるのだということになってまして、そのへんが私どもは理解できないとこ
ろであります。特に、民間のＯＯＦの案件につきましては、プロジェクトでいろいろな国が提
案をしているわけでありますので、日本のＪＢＩＣに頼むとは限りませんし、ヨーロッパの銀
行もあれば、他の銀行もあるという中で商談が進むわけであります。したがって、そこは最終
的にＬ／Ａが締結された時点という理解をしております。 
 個々の担当者がいろいろな意見を言われても、通常、組織ですと、上に立つ人の判断で下の
人の判断を覆すこともあるでしょうし、そこは自由闊達な意見があるとは思いますが、やはり
これは、ＪＢＩＣ全体としての意思決定がなされた後で、それに対する不遵守の異議申立とい
うことです。言葉遣いで、「異議申立」というのは、決定がなされた後、したがって、ＪＢＩ
Ｃの融資決定がなされた後だという理解であります。したがって、ＮＧＯの人がＬ／Ａの締結
前に意思決定がなされるのだろうと言うのが私どもは全然理解できなくて、その点のところに
ついての意見交換が必要ではないかという気がしております。 
 
（ＦＯＥ松本氏） 
 私どもももちろん最終的な結論が出る前に遵守・不遵守を問うことは難しいと思っておりま
す。ただ、私が何度も事例で具体的にお話させていただいておりますように、やはりＪＢＩＣ
なら役員会に上げる前に、どういう内容で役員会に上げるのか、中の合意が必要なわけです。
これはもう明らかに、最終的な、形式的な意思決定の前の事務的な意思決定でございます。実
際、こういうことが世界銀行の事例の中で3件もありまして、しかも、その3件ともが事務局の
ガイドライン不遵守であった。これは、「ガイドラインは遵守している」と事務局側は主張し
たわけですが、やはり不遵守であったということが明らかになってきているのです。私はすべ
てがすべてこういう案件だと申し上げているわけではございません。ただ、やはりこういう案
件があるのではないのか、こういう案件が事前に分からなければ、最終的に融資契約が結ばれ
た後にＪＢＩＣ自身が「確認ミスでした」ということで融資契約を破棄することはできません
ね。ですから、私はその前に対応する必要があるのではないでしょうかと申し上げております。 
 
（発言者Ｄ） 
 松本さんが危惧されるのは分かるのですが、基本的にはＪＢＩＣさんの案でいいと考えてい
ます。それで、1点、基本的には融資前もＪＢＩＣさんのほうでは意見を受け付けると言って
ますし、例えば、文言でもって「必要に応じて、投融資担当部署に移送し」とありますが、環
境審査室がＪＢＩＣさんのほうでは投融資前に審査をなさるわけですね、そういう意味では、
「投融資担当部署および環境審査室に移送し」と一言入れられると、違うのかと。 
 それと、現実的に、もし本当に融資前から環境破壊等が憂慮されるようなプロジェクトであ
れば、まず、プロジェクトでだいたい設計関係に1年ぐらい時間を要するのです。ＪＢＩＣさ
んの案ですと3ヵ月以内に結論を出すと言っております。3ヵ月以内に出すということは、現地
の工事等は始まりませんし、皆さんが危惧するようなことは事前に防げると考えてます。 
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（メコンウォッチ松本氏） 
ＦＯＥの松本さんが何度も繰り返しているが、われわれは現実に起きたことを例に具体的に

話していて、空想の話をしていない。今の質問に対しては、起きています、と言わざるを得な
い。 
 現実的に3件のケースを見れば、かなり早い段階で異議申立が行われているわけではなく、
ギリギリの段階です。最終的な組織決定のギリギリ一歩手前ぐらいですべて行われているとい
うのが現実であります。このガイドラインの異議申立の中で、必ず、異議を申立る人は事前に
ＪＢＩＣとコンタクトを取るわけです。投融資部門とコンタクトを取らなければいけない。こ
れは、契約前であろうと後であろうと全部そうなわけです。つまり、ちゃんとＪＢＩＣの投融
資担当部署とコミュニケーションを取り、そのうえで、それが不十分であるということを審査
役に示さなければこの異議申立には乗っからないわけです。したがいまして、今の議論も、当
然それをやることはわれわれも分かってます。それをやったうえで、つまり世界銀行がそうで
あったように、やったうえで、世界銀行の例で言えば、世界銀行側からは「おっしゃる点は問
題ありません」という返答が返ってくるわけです。もしくは、もはや何の返答も出なくなると
きが来るわけです。そのときが、そうした人たちが異議申立という制度を使う最後の許された
タイミングなわけです。われわれとすれば現実的なケースを基に、空想ではなく……、そうい
うケースは、世界銀行の場合、26件のうち3件あったわけです。多くはないです。しかし、い
ずれも結果的に言うと結構重要な案件になったわけです。その点を理解していただきたいと思
います。 
 それから、最初の入柿さんの返答に対してですが、後戻りを世銀のほうがしにくいというの
は、もし本当にそう思ってらっしゃるのなら、今度世界銀行の方も一緒にいるときに議論をし
たいと思います。私は、後戻りのしにくさは、両方とも同じぐらい後戻りはしにくいと思って
ます。 
 それから、マネジメントと理事会との関係を大きな違いとして挙げられました。確かに組織
的にはその違いがあると思います。しかし、このインスペクションのケースで見ると、例えば、
アルンⅢの場合です。いちばん最初に異議申立が行われた融資契約前の案件です。アルンⅢの
ときに何が起きたかと言いますと、インスペクションパネルの勧告を基に、理事会ではなく、
総裁、つまりマネジメントのトップが判断をするわけです。理事会に何かを言われる前にマネ
ジメントのほうで対応策、つまりそのトップが対応策を示したわけです。つまり、理事会とマ
ネジメントが分かれているということと実は関係のない決定の仕方が出ている。あるいは、西
部貧困削減のときも、理事会がどうこうしろと言う前に中国政府側が降りたわけです。したが
って、理事会が最終的に総裁に圧力をかける、あるいは、マネジメントに圧力をかけるために
この勧告を使ったわけでも何でもないわけです。そういうことからいくと、私は、実際の運用
を見ていると、世界銀行の理事会とマネジメントが分かれているという制度的な違いは、イン
スペクションパネル、特に契約前のインスペクションパネルのケースでは、あまりわれわれが
納得できるような説明にはならない、理由付けにはならないと思ってます。 
 制度についてあまりご存じない人には、私が何を言っているのかよく分からない人もいらっ
しゃるかもしれませんが、少なくとも入柿さんの反論に対しては、私は適当な理由ではないの
ではないかと思ってます。 
 
（矢島次長） 
 このところがだいぶ長くなっておりまして、完全に共通の方向性が出ませんので、最後のご
意見にしていただいて、別のところに少し進んで、いずれにしてももう一度31日も時間をいた
だいておりますので、そこでまた戻ったほうが……。ここはなかなか結論が出ないところで、
最後までかかると思います。はい。 
 
（発言者Ｂ） 
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 松本さんのほうから、世銀の例と、意思決定がいつなされているかということについてコメ
ントがあったのですが、今回、意思決定がいつかについては、新しいガイドラインを決めて、
ＪＢＩＣもそれをよく理解したうえで、最終判断は役員会でなされるのだと。役員会で下から
上がった案が変わることももちろんあるわけでありますから、したがって、そこは役員会で判
断をし、正式にＬ／Ａを締結するかどうかというのを決めた時点というのが一つの判断ではな
いかと思います。 
 それから、世銀の例を言われたのですが、冒頭、国際機関と各国の機関は基本的に法制度の
枠組み等もあって違う面があるのではないかと申し上げたと思います。この環境ガイドライン
は日本の国内法の中で扱われるという形になろうかと思いますし、その際のワーディングとし
ての「不遵守にかかる異議申立」ということについてのリーガルな観点に立った組織運用が必
要ではないかと。法律的に、不遵守の場合の異議申立は、やはり決定がなされた後ということ
ではないかと。繰り返しになりますが、そういう視点でぜひよろしくお願いしたいと思います。 
 
（ＦＯＥ松本氏） 
 これは長くなりますので、私も議論は次回に回していただいてと思うのですが、先ほど私が
質問させていただきましたが、ＪＢＩＣのほうでもより良い制度を作っていくために国際的な
機関も勉強されていると思うのですが、どのように勉強されて事前の受付はしないほうがいい
と判断されたのか、具体的な事例を基に次回にご説明いただきたいと思います。 
 
（矢島次長） 
 事例というか、異議申立の考え方にもよるのだろうと思うのです。意見の聴取と、意思決定
後の異議申立が違うというのがＪＢＩＣの一貫した主張だろうと思います。 
 
（ＯＤＡウォッチャーズ坂元氏） 
 私も議論はしませんが、お願いです。1点は、役員会の判断から契約までの間に異議申立が
できるのかどうか、このへんのことも研究していただきたいと思います。もう一つは、先ほど
も、前のときもおっしゃられていたのですが、他の方ですが、ＯＯＦとＯＤＡの制度的な違い
と異議申立の制度の関係についてもう少し、今までいろいろぽこぽことご意見が出ているので
すが、そのまま流れてきてまして、私も真剣に考えてなかったのですが、次回までにどういう
かかわりがあるのかというのを、私自身が担当ではないのですが、教えていただきたいと思い
ます。 
 
（矢島次長） 
 先ほどお話しましたように、ここのところはかなり大きな見解の相違が出ておりますところ
でございまして、次回に持ち越したいと思います。1点、そのときの説明で十分用意しておく
ようにＪＢＩＣ側にもお願いしたいと思いますが、基本的な考えは、ＯＤＡであっても国際金
融の民間の事業であっても、意思決定後の異議申立だということは変わらないと思うのです。
ただ、別の事情として、民間のプロジェクトの場合には競合先があって、競合先の場合には他
の先進国の輸出信用機関がついていて、そういうところには異議申立の手続きがない、そこが
大きな違いだろうと思います。そういう意味で、一貫して産業界の方がおっしゃられているの
は、これを濫用されることによって競争上不利益になるということだろうと思うのです。一方
で、では、意見をうかがったら同じではないかというご意見も前回ございましたが、意見をう
かがったうえで、当然、当該国でも、非常に将来の大きな被害が予想されるような場合には大
きな問題になるのだろうと思うのです。そういう場合になりますと、逆に言うと、そのプロジ
ェクト自体がどうなるかというお話でございます。例えば、そのプロジェクトがなくなったと
いうことであれば、他の先進国の企業も押しなべて商談がなくなるということでございますの
で、それはそれでまた別の話だと。こんな整理ができるのだろうと思いますが、念のため、次
回にもう少し説明をしていただきたいと思います。次回にも引き続き議論をさせていただきた
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いということでございます。 
 次に、4ページ目の「申立書の内容」のところでございます。ここは、「申立人の住所・連
絡先」のところは、ＪＢＩＣからも説明がございましたが、匿名性を加えている。パブリック・
コンサルテーション・フォーラムの場では、名前はしっかり出すべきではないかと、ただ現地
で人権に配慮することが必要ではないかというご意見もいただいたのですが、現地でどう人権
を配慮するのかというのは難しい面もあるということで、ここは「匿名を希望する方は」とい
うことで記載を入れております。ここも、ご要望の方向性のとおりだと思います。 
 （Ｄ）のところは、「確実に」というところは、先ほどのペンディングと同じでございます
ので、文言の整理が引き続き必要であろうと思います。 
 それ以下とりあえず（Ｈ）のところまでで何かご意見がございますか。 
 
（メコンウォッチ松本氏） 
 配付させていただいた2ページ目にあるのですが、4の（Ｈ）についてです。ここは文言がか
なり整理されたとは思うのですが、しかし、いずれにしても、「対話に向けた努力を行うこと
が求められる」と。おそらく英語ではｒｅｑｕｉｒｅｄとかいう言葉になるかと思いますが。
パブリック・コンサルテーション・フォーラムでのこれまでの議論を思い起こすと、ここでは
「協議」という言葉が実は残っているのです、「プロジェクト実施主体との協議に向けた、か
かる事実について」という形で「協議」が残っているのですが、この「協議」は、「対話」と
いう言葉でもいいですが、コンタクト程度という意味であると入柿さんからの説明がありまし
たし、当該国の政治状況上なかなかこれが行えない場合があるということに対しても理解を得
られていたと思ってます。それから、たぶん外務省の高田さんもおっしゃったかと思うのです
が、これは、あればもちろんいい情報だし、その後の審査にきわめて重要な情報ではあるが、
これがなければ要件として満たさないというようなものかどうかという議論がパブリック・コ
ンサルテーション・フォーラムの中でなされたと思うわけです。したがって、（Ｈ）の部分に
ついては、私は書きぶりとしてはこれでもまだ強いと。こういうことがあったほうがいい、と
いうような書き方にするべきだと思います。 
 私は一つ代替案として、そこに、「プロジェクト実施主体との連絡・協議等の事実があれば
それを記す」と簡単に書くのがいいのではないかと。特にこの項目は内容ですので、なんとか
をしなければならない、という書き方ではなくて、こういうものについて書く、という書きぶ
りのほうがよりいいと思います。そういう意味で、パブリック・コンサルテーション・フォー
ラムの議論を踏まえた対応をそこではお願いしたいと思います。 
 
（矢島次長） 
 これについて、ＪＢＩＣの考えはどうですか。 
 
（入柿課長） 
 ここのところがそれほど強いと判断されるというところが今ひとつ分かりにくいのですが、
ここは「協議に向けた申立人の行為にかかる事実関係」について具体的に記してくださいとい
うことを言っているまででございます。例えば、これは、受理の条件に、形式要件にするとい
うことでは当然ない。あの議論のときに若干皆さんに誤解があったのかと思っておりますのは、
受理の形式的な要件というところで考えられていた節があるのかと思っております。基本的に、
受理するについてはお名前が特定されていればいいということでありまして、ここのところは
予備審査の段階でいろいろ補正をかけたりする部分でございますので、ここのところをこれ以
上広げたり、緩やかな書きぶりにするのはどうかと思ってます。とりわけ、「プロジェクト実
施主体との連絡・協議等の事実があればそれを記す」となってしまいますと……、基本的には、
まずやってくださいと、で、例外的にできない場合がある、ということでございますので、こ
れだとそのニュアンスが出ないと思っています。 
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（外務省高田氏） 
 名前が出まして、私が前回何を言ったか正確には覚えていないのですが、今松本さんが言っ
たことから想像して、あと、この両方の文章を見ますと、（Ｈ）のほうには「努力」という言
葉が入っているのですが、基本的に同じ、「求められる」「記載される」、「求められる」「記
載される」になっております。（Ｈ）だけ見ればそうかな、（Ｉ）だけ見ればそうかなと思う
のですが、（Ｈ）（Ｉ）と並べると、要は、同じことを要求している。もし、これが前提条件
だと解釈するならば、両方前提条件だし、前提条件ではなくて単なる記載だというなら、両方
そうなる。私は、「本行投融資担当部署との協議」というのは前提条件と思って解釈しており
ますので、そこは書き方を変えていただいたほうが……。今だと、両方とも前提条件、あるい
は、そうでなければ両方ともただの「記載してください」というふうに私は読めてしまうので
すが、いかがでしょうか。 
 
（入柿課長） 
 ここのところは、原則としては両方とも前提条件だと考えておりますし、この場の議論でも
そうだったと私は感じておるのです。プロジェクト実施主体と、あるいは本行投融資担当部署
と、まず両方とやってください、で、それで埒が明かない場合に異議申立がある、というこの
コンセプトについては皆さん合意されていたのではないかと思っております。ただし、もちろ
んプロジェクト実施主体の場合は諸般の事情でコンタクトができないこともあるし、コンタク
トするのが危ないと言ったらあれですが、適当でないと申立人が判断する場合が当然あろうと
いうことでありますので、したがって、ここのところは、まず、「協議を申し込み」という形
式要件は外したということと、それから、「対話に向けた努力を行うことが求められる」とい
うことに整理させていただいたということでございます。 
 
（矢島次長） 
 ただ確かに、議論の中では、どうしてもプロジェクト実施主体との協議あるいはコンタクト
ができないという場合にはその状況を説明してという議論はあったと思うのです。この部分は、
この文言上ではどこに入れ込んでいるのですか。 
 
（入柿課長） 
 「対話に向けた努力」。「協議の申し込み」とか、あるいは「誠実な問題解決に向けた協議
が行われていない」とか、相手と話をしていることを前提とするようなところは取って、「対
話に向けた努力を行うことが求められる」ということのみにしたというところに込めておるの
です。 
 
（矢島次長） 
 そこがきっと分かりにくいとか、どういう表現にするかというポイントで、この前の議論で
は、まさに、「非常に難しい場合」を排除するのは問題だというのが共通の方向だったという
ことで私も理解しております。そういう意味では、今言った「努力」というところがかなり広
めに取っているというのがＪＢＩＣ側の案だと思いますが、そのへんに絞ってご議論いただい
たほうが進みやすいのかも分かりません。そういう理解で、皆さん、よろしいですよね。要は、
プロジェクト実施主体の場合には、コンタクトできないということもあり得るのではないかと。
その場合にはその旨を付して申立を行うというのが理解だったと思います。そこをどう文言に
入れてくるかということでありますが、原案では「努力」というところに入れられているとい
うことではあります。 
 
(発言者Ｈ) 
「努力」に込められているということかもしれないのですが、少なくとも下の2行というか、

3行というか、これを読む限り、できない場合にはそういうことを書くとか、そういったニュ
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アンスは全くない。「プロジェクト実施主体との協議に向けた申立人の行為にかかる事実関
係」。できない場合は、行為も何も取りようがないわけで、「日時・相手方・対応の内容など」
も書きようがないわけで、ここのところは少なくとも、できない場合のニュアンスは入ってな
いのではないかと思われます。 
 
（入柿課長） 
 ここのところは、「申立人の行為にかかる」ということでありますので、先方が何かの反応
を返したとか、そういうことを要件にしていないのです。したがって、ここは、プロジェクト
実施主体等に対して申立人がどういうアプローチを取ろうとして、それがなぜできなかったの
かということを書いてもらえれば済む話です。考え方はそんなに違ってないと思いますので、
あとは文言整理かと思います。 
 
（矢島次長） 
 ここはもうだいたい考え方は収斂してますので、確かに、今おっしゃられたように、下の最
後の「このため」以下のところを見ますと、必ずしもコンタクトが容易にできなかった、非常
に難しかったケースは、これを読むだけでは想定されないと思いますので、ここはパブリッ
ク・コンサルテーションの場での議論に沿った形で少し修文をしていただきたいと思います。 
 
（メコンウォッチ福田氏） 
 これ以上議論を続けるつもりはないのですが、「努力」という言葉とかに思いを込められて
いるのは分かるのですが、これを実際に読んで使うのは途上国でプロジェクトの影響を受けて
いる、あるいは受ける可能性がある人なわけであって、その人たちが読んでどういうふうに取
れるかという観点から、分かりやすい整理をしていただきたいと思います。以上です。 
 
（矢島次長） 
 それでは、この部分につきましては、合意に沿った形、了解に沿った形で修文をしていただ
きたいと思います。 
 次に、（Ｉ）でございます。ここも、メコンウォッチの方からコメントをいただいておりま
す。ご意見を賜りたいと思います。 
 
（メコンウォッチ松本氏） 
 これについては先ほどの外務省の高田さんと同じ整理で、私は、「投融資担当部署との協議」
はむしろ必要だろうという理解を持っています。そのうえでですが、私は、「協議」という言
葉が残っているので若干こだわるのです。コンタクト、つまりファックスとか手紙とかの形で、
なんらかの形で自分たちの意見をそこに送っているという行為で基本的には十分だと、それに
対してどういう返事が返ってきたかということで十分だと思うので、「協議」という言葉につ
いて、非常にそこは些細なのですが、表現を変えてほしいということ。もう一つは、これは余
計なお世話かもしれないのですが、基本的にここで審査役の人が見るのは、ＪＢＩＣの対応が
どうして不十分だと申立者が考えたかというところをおそらく審査するのだと思うのです。事
実を見ただけでは分からないところがあると思うので。実際はそこを書いてもらうことが審査
上は重要かと思いました。以上です。 
 
（入柿課長） 
 後のほうはなるほどと思いますので、ここは入れさせていただきたいと思います。 
 前者のところも、あまりこだわるものではないのですが、一方的に手紙を送ってきて翌日異
議申立ということは避けたいということで、ある程度双方向、もちろん長い間放置されている
とか、そういうことになれば別でしょうが、基本的には1回やり取りがあって、その後という
ことを前提としていますので、それで「協議」という書き方をさせていただいているところで
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あります。ここも、整理するということであれば、考え方に相違はないと思いますので、整理
させていただきたいと思います。 
 
（発言者Ｂ） 
 前のところでコメントさせていただきたいのです。「プロジェクト実施主体者との協議の事
実」のところで、通常、プロジェクト実施主体者は、地域住民に対する説明会を開催したり、
あるいは、当然、メリット・デメリットがあって、被害を受ける方もあって、その被害に対す
る対応についてこういう形を取りますということをやっていると思うのです。ダムでも、被害
を受ける人の範囲内については、これこれの範囲内については、例えば、補償措置を取るとか、
日本でも湖底に沈むダムの人に対してはそれなりに補償をするなり代替地を用意するとかや
っているかと思うのです。被害だけ書くと、被害は確かにあって、その被害に対する実施主体
者がどういうふうにやっているかということについては、この中を見ると特に書く形にはなっ
ていないのです。そのへんは、なくても処理をできるということになるのか。あるいは、被害
に対して地域住民というか申立人に対してなんらかの説明がなされているとか、あるいは、あ
る程度は補償されているとか、そのへんの記載はなくてよろしいのでしょうか。質問です。 
 
（入柿課長） 
 そこのところは、ここで書くよりも、むしろ、「申立人に対して生じた具体的な被害とか重
大な被害」のところで事情説明をしていただければということではあると思うのです。そこま
で申立人に義務的にと申しますか、要件として書くのはどうかという感じがしております。 
 あとは、「申立人が期待する解決策」とか、これまでのこの問題の状況とかを説明していた
だく個所がございますので、この中で処理する問題かと思ってます。もちろんそういったこと
は書いていただいたほうが、その後の審査にはいいと思うのですが、この段階ではその程度に
とどめておいて、予備審査とか、それから本調査の段階でそういった点を配慮して決めていく
ということだと思います。 
 
（矢島次長） 
 それでは、今は（Ｉ）のところまで終わりましたので、あとは（Ｊ）のところ。これはいろ
いろご議論があって、宣誓をさせたうえで予備調査の費用までと、ここまではっきり書くのは
どうかと。むしろ申請がしづらくなるのではないかというお話があった。ただ、「正しいこと
を言っています」ということ自体は、ごく一般的なフォームで、ビザとか、入国カードとか、
いろいろありますというお話があったと思うのですが、そのへんを生かした形で修文をしてお
ります。 
 
（発言者Ａ） 
 今、矢島次長がおっしゃったところまでは、まさにおっしゃるとおりだと思います。ただ、
そこから先、この「申立要件」のところで（Ｊ）として書き込むかどうか。それから、後ろの
ほうにサンプルが出てますが、そこで、「書いてあることは事実ですか。『はい・いいえ』」
とチェックする形式になっているのですが、そこらへんはいかがなものかと思うのです。 
 英語の世界で、願書とか、いろいろな申請書で、まさにこれまで上に書いてあるインフォメ
ーションが私の知る限りアキュレートであるということをサーティファイしますという文言
はよく使われるというか、もともと申請書に書いてあるという世界だと思うのですが、もしや
るのだとしたら、そういう世界にするのかと。つまり、「はい・いいえ」でチェックするとい
うのは違和感がある。同時に、それは、ある意味では常識的な世界でやるということで、申立
の申請書の要件ということでことさら書くのはぎらつく気がします。要件として書くかどうか
というのはそんなにこだわるものではないですが、形式のところは「はい・いいえ」方式は止
めたほうがいいと思います。 
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（矢島次長） 
 要は、今のお話ですと、（Ｊ）というような記載よりも、いちばん最後のところに「真実で
す」というところがあって、その下にサインをするようなイメージをお考えになっているとい
うことですか。 
 
（発言者Ａ） 
 おっしゃるとおりです。 
 
（矢島次長） 
 その点についてはどうですか。細かいフォームのところですが。 
 
（入柿課長） 
 他にご異論がなければそうさせていただきたいと思います。 
 
（矢島次長） 
 では、そこは、お話いただいたような方向で、項目にするのではなくて、通常のフォームに
あるような、最後に記載をしてサインをするようなところに訂正していただきたいと思います。 
 それでは、あとのところは削除でございます。これもご議論のある並行二重手続き等でござ
いますが、それはここのところからは落としたということで、これは方向性だと思いますので、
次に進めさせていただきたいと思います。 
 7ページでございます。ここのところは、「申立手続きのプロセス」に入ってまいります。
特にこのページ全体でご意見をいただいていいと思います。一つは、議論がございました「濫
用防止」のところで、「法定の補償金」とか何とかという文言があって、そういうものはどう
なのかというご意見があったので、ここは「補償金」という一般的な表現になっているようで
ございます。あとは軽微な変更があったということであろうと思います。このページ全体、主
として濫用のところに皆さんご意見があるのだろうと思いますが、ご意見をいただきたいと思
います。 
 よろしいですか。 
 それでは、8ページ。だいぶ進んでまいりまして気持ちが乗ってまいりました。8ページでご
ざいますが、ここのページ全体といいますよりも、「手続きの開始」の、前ページから始まり
ます3.でございます。ここも全体でご意見をいただければと思いますが、いかがでございまし
ょうか。はい、どうぞ。 
 
（メコンウォッチ福田氏） 
こだわります、この並行二重手続きのところ。もうすでにかなりの議論をして、確かに受付

の際の前提条件ではなくなったというところについては評価してもいいと思います。一方で、
相変わらず私が理解できないのは、もともとこのガイドラインの不遵守を審査するという全体
の異議申立の手続きと、実際に他の訴訟あるいは行政手続きと、どういうふうに関係があるの
かということがよく分からない。一向に分からないところであります。できれば、「制度の目
的や効率性を勘案し、適当と認められる場合」というのはどういうことが考えられるのかとい
うのを具体的に示していただいて議論させていただいたほうがいいと思います。 
 
（矢島次長） 
 ここは、前提条件と要件になっているところから、「審査役の判断で」というところに変わ
っているのが非常に大きいのだろうと思いますが、補足で説明をお願いします。具体的な例の
ほうが分かりやすいというお話だったと思います。 
 
（入柿課長） 
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 具体例と申しますか、まず、何度も繰り返しになるのですが、異議申立の前提として、なん
らかの問題、具体的な被害等が生じている、恐れがあるということを前提としているわけでご
ざいます。その被害のレメディが実際、途上国の訴訟・行政手続き等で図られているというこ
とになりますと、前提条件がなくなってしまう場合には異議申立の実績がなくなってしまうと
いうことでございます。その問題状況はさまざまだと思うのですが、例えば、補償金の問題等
で現地の訴訟になっていて、その審判がもうじき出るというような場合に同様の異議申立を受
けたとしても、結果としては、その結果を見守りますという結論にならざるを得ないのだろう
と思います。 
 したがいまして、ここのところは、現地で問題解決のための努力というか手続きが相当程度
なされているとか、かなりの程度なされているような場合に、審査役の判断でいったん手続き
をサスペンドすることができるという規定にしておるわけです。こういう場合に具体的に留保
するとかしないとかということではありませんし、「適当と認められる場合には」ということ
で、手続き開始決定の留保については担当審査役のほうに説明責任が生じるということでござ
いますので、ここはこれ以上詳細に決めることは適当ではないと判断しておるわけでございま
す。 
 
（矢島次長） 
 ここの部分は、実際にケースバイケースのところが多いのだろうと思うのですが、先ほども
お話しましたが、ＪＢＩＣ側の案は、「審査役の判断である」ということで、形式要件にはな
っていないということでございます。それから、もともと「3ヵ月」が短いのではないかとい
うご議論もありましたが、非常に迅速に判断しましょうというのが基本に流れておりますので、
そういう意味では、この条項は、ある程度の推移を見守るという段階がある意味で期間の中断
になってくるということを考えながら枠組みが作られているのだろうと思います。 
 
（メコンウォッチ松本氏） 
 原則論の疑問は今の福田と同じなのですが、プラスで、その留保中に融資が全部完了してし
まうという場合はどうなるのでしょう。 
 
（矢島次長） 
 これ自体は融資の流れとは必ずしもリンクしていないのではないかと思いますが。 
 
（メコンウォッチ松本氏） 
 つまり、これはまだ議論が終わっていないのですが、融資が全部完了してしまうことによっ
て、適用する条項がＪＢＩＣ案では違うということになっているわけですね。そうなったとき
に、それまで申立ていたものは留保だったのに、係争中に資格を失うわけです、ある意味では。 
 
（矢島次長） 
 分かりました。そういうことですね。その点はどうでしょうか。資格を失うということはな
いようには思いますが。 
 
（入柿課長） 
 異議申立の受付の期間ということになっていますので、いったん受け付けたものについては、
ある程度、これもケースバイケースになると思いますが、機械的な判断で「貸出が終わってし
まったのでやらない」ということにはならないと思いますが、当然、この留保期間も裁判の関
係とかで長期にわたることも考えられますので、その場合には個別の判断ということになろう
かと思います。 
 
（環境省小川氏） 
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3.の下から二つ目の●、「一事不再理の観点から」というところですが、これは、一事不再
理であれば、次に「過去に当該被害について紛争処理手続きが行われている場合」となってま
すが、これは誰に対するどこの紛争処理手続きとか書いてないのであいまいですので、「本異
議申立手続きに基づく紛争処理手続きが行われている場合には」とする必要があると思います。 
 
（矢島次長） 
 この点はどうでしょうか。文言として、広めに考えていたということかも分かりませんが。 
 
（入柿課長） 
 ここは若干広めに考えておりまして、本異議申立手続きのみならず、当該被害についての、
例えば、途上国の国内で確定判決が出ているような場合には、問題の申立を却下することがで
きるという意味でございます。 
 
（メコンウォッチ福田氏） 
 そういう理解ではなかったのですが、ということは、実際にここでこの環境担当審査役に出
てくるものは、ＪＢＩＣがガイドラインに遵守したかどうかということであって、他の途上国
内のさまざまな紛争処理手続きで議論された内容とその後ダブると、一事不再理の観点からと
いうことにはならないのではないかと思うのですが。 
 
（矢島次長） 
 「一事不再理」の言葉の意味とも絡んでくると思いますが、お願いします。 
 
（入柿課長） 
 若干言葉がそういう誤解を与えたのであれば、そこは整理したいと思いますが、繰り返しに
なりますが、紛争処理手続きが終わって、紛争の処理が終わって問題が解決したという状況に
なるので、それについては、この異議申立の前提となる被害の存在がなくなるという理解です。
そうした場合に、これを却下することができるということにしたものでございます。 
 
（メコンウォッチ福田氏） 
 先ほどから、被害が消滅するとか、あるいは問題が解決するという、さまざまな表現が出て
くるのですが、実際にさまざまな他の、ＪＢＩＣ以外の手続きでもって、例えば、住民の方と
さる途上国の政府あるいは企業との間の権利義務関係が確定するということと、実際にＪＢＩ
Ｃの不遵守の結果起こった環境被害がなくなるということは別のことではないのですか。 
 
（入柿課長） 
 それは別のことではないと考えております。結局、例えば、住民移転の問題で具体的な被害
が生じました、それをなんとかしてほしいということになるわけですが、それが現地の紛争解
決の手段によって確定したということになれば、それ以上そこに問題を引きずるということは
ないと考えております。 
 
（メコンウォッチ松本氏） 
 そこで紛争処理手続きというのはどの範囲ですか。例えば、行政裁判みたいなものも紛争処
理手続きなのですか。 
 
（入柿課長） 
 ここのとこはそういったものも含み得ると思いますが、基本的には、申立の却下については
環境審査役の権限でまた判断ということになりますので、そこはケースバイケースでの判断を
環境担当審査役が行って、それで却下するということであります。したがって、この紛争処理
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手続きの範囲についてももちろん千差万別でありますし、最終的な処理の仕方、拘束力とかも
すべて違いますので、そこは環境担当審査役が判断をして、「これはもう問題解決している」
ということであれば却下するということであります。 
 
（メコンウォッチ松本氏） 
 環境社会被害が起きているとか、あるいは起こり得るという要件が、まずこの異議申立制度
の中にはあるわけです。つまり、それだけでどうして十分ではないのか。もうすでに要件であ
る被害がなくなっているのであれば、もともとの要件がないわけですから、そこで見ればいい
わけであって、わざわざ手続き上のなんらかの規定をここで設けるというのは、今の入柿さん
の説明からいくと趣旨に合わないのではないかと思います。 
 
（発言者Ｂ） 
 申立人は「被害がある」ということで訴えられるわけでありましょうから、その被害につい
てＪＢＩＣが調査をしたところ、現地でその被害の取り扱いについて行政訴訟なりで扱ってい
る、あるいは、訴えられた被害についてすでに当該国で判断が下りているという場合というこ
とでこの記載があるかと思いますので、適切な記載ぶりかと思います。 
 被害があるかなしか、単純に実は、冒頭申し上げましたように、メリット・デメリット、被
害を受ける人・受けない人というのは必ずいるわけであります。被害に対してきちんとした訴
訟が行われているものについても「被害を受ける」と言うのはおかしいと思います。当該被害
についての対応が当該国で適切になされていて、かつ、ここの環境担当審査役という客観的な
立場でもってその判断が妥当ということで処理をするならば、それはそういう処理が適切では
ないかと思います。 
 
（外務省高田氏）  
これは一事不再理という流れになっておりますが、むしろ話としては上の話だと思うのです。

一事不再理と言えば、当然、この手続きで紛争処理手続き、でないとおかしいです。現在の考
え方の、この手続きに限らないというのならば、一事不再理というのはまずあってはおかしい。
この手続きに限らないとした場合には、例えば、上のところだといろいろ留保が付いているの
です。これはなぜこんなに留保が付いたかといったら、私の前回の記憶では、紛争処理手続き
があったら自動的に止めるというのではなくて、ものによっていろいろ、どこまで重複してい
るのか判断が難しいという議論があったと思うのです。ですから、もし、過去決着済みのもの
について申立を却下することができるというのだったら、それはやはり上にある「適当と認め
られる場合には」とか、いろいろ考えたうえで、「では、これはもうできませんね」と判断し、
かつ、本人にも通知してと、上と同じレベルにしないといけないのではないかと思います。 
 
（矢島次長） 
 今のご意見は確かに、「一事不再理」という厳格な定義からすると少し広めの運用になって
いるようですので、そういう意味では、分かりやすくするためには、いずれにしても審査役の
判断ということではありますが、もう少し修文が必要ではないかと考えられます。ですから、
ここも考え方としてそう大きな違いがあるということではないのだろうと思うのですが……。
どうぞ。 
 
（メコンウォッチ福田氏） 
 考え方は実はかなり大きな違いがあると思っているのです。少なくとも、先ほどのご説明の
ように、現地で権利義務関係が定まっているものそのものがＪＢＩＣの遵守・不遵守の判断の
基礎になるということが想定されて、その場合にこの条項を使うということであれば、そうい
うふうに限定して書いていただきたい。少なくとも今書かれている、「目的および効率性を勘
案し、適当と認められる」というのは、あまりに広くて、結局何が起こるか、もちろん環境担



 

   

 - 42 - 

当審査役がきちんと適切に判断するということでありましょうが、この文言そのものがここに
残ると、私たちとしては濫用されかねないという懸念があるということであります。 
 
（矢島次長） 
 一事不再理ではなくて、並行二重手続きのほうですね。 
 
（メコンウォッチ福田氏） 
 そうです。あまり変わらないと思うのですが。 
 
（発言者Ａ） 
 この上と下との関係で、もし下を「異議申立」ではなくて「紛争処理手続き」だと広くとら
えるということで言うと、論理的に矛盾が生じてしまうと思うのです。つまり、上のほうでは、
「留保事由の消滅後」と書いてありますが、ここでは確定判決が出た後ということだと思うの
ですが、それでも「なお手続き開始を決定する」。「決定することができる」ではなくて「決
定する」なのですね。したがいまして、上のほうでは確定判決が出た後でも異議申立手続きを
受け付けるというか再開する、下のほうではそれができないということは、私は、論理的にお
かしいと思います。 
 
（矢島次長） 
 ここは一度、密接に絡んできているところでもありますので、次回までにＪＢＩＣに少し整
理してもらいたいと思うのです。確かにちょっと分かりにくい表現になっているところがある
と思いますので。まず、並行二重手続きのところで、完全に否定されるということでもこの場
ではないのだろうと思います。そこのところは、先ほどのお話ですと、「目的および効率性を
勘案し」というところが非常に広い概念になっているというところで、もう少し、実際に何が
ポイントなのかというところを整理したうえで書くべきであろうというご意見だろうと思い
ます。もう1点は、この時効の中断というか、実際に見守っている段階で貸出が終了してしま
った場合に適格要件を欠くということにならないような表現ぶり。それは、何もなくても、受
理という意味では、受付という意味ではそれで大丈夫と思いますが、その点。2点のご指摘が
あったのだろうと思います。 
 紛争処理の手続きのところは、「一事不再理」という文言からすると、その後の「紛争処理
手続き」というのが広くなっているという点が、少し用語の整理が必要で、この考え方を生か
していくのであれば、その上の条項なども勘案するような、もう少し、どういう場合にこうい
う判断をするのかというところが加わるべきだろうと思います。 
 あとは、「留保事由の消滅後」というところであれば、確かに、ここまで書いてあれば、次
の「一事不再理」も、「紛争処理手続き」に広げている場合なのでしょうが、その場合には若
干整理が必要になってくると思いますので、その点を踏まえて、この両条項については次回ま
でに整理をしていただきたいと思います。だいたいご意見はそんなところかと思います。 
 
（発言者Ｂ） 
 次回で結構でございますが、視点として申し上げておきたいのは、一つは、相手国の主権尊
重という視点に立っての観点の配慮が要るということ。それから、一事不再理ということで申
し上げるとすると、先ほど申し上げましたように、異議申立が2人以上ならばできるという形
になります。たくさんの申立はあり得ないだろうということで良識ある申立になるかと思うの
ですが、ＯＯＦの世界ではライバルもある話でございます。ＯＤＡの世界とは別の世界があっ
て、濫用される恐れもなしとしないということで、業界としてはたいへん懸念しております。
そういう意味では、この一事不再理の観点から同じような案件が出た場合について、効率よく
さっと処理をしていただく。もちろんその後に意見があって、環境担当審査役に、却下に対し
て異議があればできると書いておりますので、効率的な処理と同時にバックアップ措置も書か
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れているという感じがしております。以上の視点を踏まえてまたご検討いただいて、次回議論
できればと思います。 
 
（矢島次長） 
 では、そういうところを踏まえてよろしくお願いいたします。 
 だいぶ時間も経ってきたのですが、もう3時間半ほど経ちました。もう少し進めたいと思う
のですが、よろしゅうございますか。 
 今は、3.のところ、「調査および対話の促進」の前のところまでいろいろご意見をいただい
ておりまして、そういう意味では、いちばん最後の●のところにご意見がなければ、4.の「調
査および対話の促進」というところに入っていきたいと思うのです。 
 まずは、ガイドライン遵守の真実の調査ということで、ここのところは8ページから9ページ
のところにまたぎますが、（1）の「事実の調査」というところでは、先ほど三つ目の●のた
だし書きのところは、文言の整理が必要だということですでに意見をいただいたところでござ
います。この（1）に限りまして、他にご意見はございますでしょうか。 
 
（メコンウォッチ松本氏） 
 8ページのほうのいちばん下の●、モニタリングに関する不遵守の調査というのもあり得る
と思いますので、環境審査だけでなくて、「モニタリングにかかる事実の確認」もこの中には
入れていただきたいと思います。 
 
（入柿課長） 
 分かりました。 
 
（発言者Ｂ） 
 環境担当審査役が「必要に応じて」ということで、必要がなければあたらないということに
なっているかと思うのですが、申立の内容に関してそこと直接に利害関係を有する人について
は必ずあたっていただく必要があるのではないかと。すなわち、申立の内容について当該実施
者が配慮していない場合について訴えがあったら、それは当該申立者に必ず「そういうことな
のか」ということで、そこは会っていかないといけないと思いますし、環境配慮ということで
国の環境配慮とかいう話があるならば、それは国に対して「どうなっているのか」と聞く必要
があると思います。ですから、「環境担当審査役が必要に応じて」という範囲にもなろうかと
思うのですが、その際の解釈としては、申立人の内容に対して直接に関係するところ、あるい
は、それに対して反対の立場を取る人がいる場合については、そこは必ず意見を聞くことにし
ていただきたいと思います。 
 
（矢島次長） 
 ここは、構成として、「必要に応じて」というところで縛りながら、あらゆる考えられる人
たちがすべて列挙されて、そのうえに「その他関係者」となっております。ですから、そうい
うことに当然なってくるのだろうと思いますが、やや運用面のお話だろうと思います。そうい
う運用面のコメントということで整理させていただいて、テイクノートをＪＢＩＣ側にはして
いただきたいと思います。 
 よろしければ、（2）の「紛争解決に向けた対話の促進」ということで、ここは、二つ目の
●が、「中立性」のところで、「同様の形式・回数」というのが、そこまで書く必要もないの
ではないかということで、少し緩和した表現になっているということがポイントだと思います。 
 特になければ、（3）番の「調査および対話の促進活動実施中の留意点」というところです。
まず最初は、「費用を申立人に請求する」、ここのところを削除したということです。2番目
のところが変更点になっておりますが、ここの項目、（3）のところにつきましてご意見をい
ただきたいと思います。 
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 失礼しました。ここも整理をするということでお願いしたいと思います。 
 次は、5番の「総裁への報告」ということでございます。ここは、9ページと10ページにまた
がりますが、「5.総裁への報告」全体をカバーしてご意見を賜りたいと思いますが、いかがで
ございましょうか。 
 
（外務省高田氏） 
 政策提言機能をどこへうまく盛り込むのかと考えたのですが、これは一案です。10ページの
いちばん上の、線をいろいろ引いてあるところで、「当該案件の不遵守状況を治癒」というの
があるのですが、どういう書き方がいいのかあれですが、「当該案件の不遵守を治癒」だけで
はなくて、再発を防ぐとか、類似の不遵守が起こらないようにするための施策とか、そういう
のを付け加えるのが一案かと思ったのですが、いかがでしょうか。 
 
（矢島次長） 
 ここは、冒頭の整理では、この場の議論では、手続きとか政策の提言も行い得る、ただ、こ
こでは明示はされていないという整理だったと思いますが、今のようなご意見に対してはどう
でしょうか。 
 
（入柿課長） 
 こうした意見の中に含み得るということではあるのですが、なんとなく、これはそれぞれの
個別の事例に対する報告でございますので、座りが悪いかという気はしておるところでありま
す。「3ヵ月以内」とか、「2ヵ月以内」とか、いろいろあるところで、そういうのを入れると
いうのは座りが悪いという感じでございます。そこは整理の問題かとも思いますが。 
 先ほどいただいた、11ページの「見直し」のところでの「意見・評価等」と併せて整理させ
ていただきたいと思います。 
 
（外務省高田氏） 
 確かにおっしゃるとおり、ここは座りが悪いかもしれません。ただ、「見直し」のところに
行くと、「本要項の見直しは」というところから始まっておりますので、それでしたら、その
ときに議論していただいてもいいのですが、7番の「フォローアップ」のところの「年次活動
報告書」の中に書くとか、あるいは、「必要と認める場合は、その都度総裁に報告する」とい
うこの中に入っていたほうが……。ガイドラインの見直しが政策提言と1対1対応でしたら、
「見直し」のところでもいいのですが、必ずしもガイドラインそのものをいじるということで
はない場合もあります。「見直し」のところに入れるのも一案かと思いますが、それだとガイ
ドラインを本当にいじることだけになりかねないので、それでしたら「フォローアップ」のほ
うに入れていただけませんでしょうか。 
 
（矢島次長） 
 ここは、繰り返しになりますが、そういうことも提言し得るということが方向性として共有
されていることだという認識はしております。そこを特に明記しなかったということですが、
どこかしかるべきところに書いておく必要があるだろうというのが今のお話だろうと思いま
すので、ＪＢＩＣには適当な個所を考えてもらいたいと思います。 
 
（ＦＯＥ松本氏） 
 私も、高田さんがおっしゃっているように、この「総裁への報告」の中に入れていただくの
がいちばん整理がいいのではないかと思っておりますので、意見として述べさせていただきま
す。 
 
（メコンウォッチ松本氏） 
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 今の件で行けば「総裁への報告」もしくは「フォローアップ」で、私はどちらでもいいし、
いくつかのケースをまとめて、政策あるいは業務の改善に結びつくという意味では「フォロー
アップ」のほうが重要という気もします。それはまた後で議論するということで。 
 ただ、この「総裁への報告」というところでは、これは非常に軽微ですが、9ページ最後の
●のところ、「異議申立受理後3ヵ月以内」。実を言うと、これ以外を見ると、全部「原則と
して」が付いているのです。この「3ヵ月以内」だけ「原則として」が抜けているわけです。
意図されてそうしたのかどうか知りませんが、私は、やはりここも「原則として」という文言
を入れるべきではないかと思いますが、いかがでしょうか。 
 
（矢島次長） 
 ここは、私の理解ですと、これまでの事例が非常に時間がかかるということで、できるだけ
迅速に行えという中での、かなり厳格に守るというところで、ここに「原則」が付いていない
ということだと思いますが、全体の流れの中でここだけ「原則」が入っていないというところ
の理由を。 
 
（入柿課長） 
 後ろのほうにも入っていないのですが、2ヵ月の延長規定があるので、ここは厳格に守ると
いうことも入れて「3ヵ月」とした次第であります。 
 
（メコンウォッチ松本氏） 
 「2ヵ月」は、対話のことしか書いていないのですよね。したがって、「3ヵ月」というのは、
遵守にかかわる調査結果についてはこれ以内に出さなければいけない、と私は理解をしたので
すが、そこが1点。 
 あとは、例えば、投融資部門は原則として4ヵ月以内に報告書や意見を出せるということで、
そういう意味からいくと、やはりここはバランスが良くないと私は思いますので、「原則とし
て」というふうにある必要があると思ってます。 
 
（入柿課長） 
 別にこだわるわけではないのですが、後半の6番のところは、「原則として意見を提出する」
という、こちらにかかるものだと。ちょっと読めないかもしれませんが、気持ちとしては、「投
融資担当部署は原則として4ヵ月以内に意見を提出する」、意見を提出しなくてもよいという
こと。「原則として意見を提出する」ということだと考えたのですが。 
 
（矢島次長） 
 かかってないということですね。 
 
（入柿課長） 
 ここは整理させていただきます。「原則として」というのを……。確かに実際3ヵ月ででき
ない場合もあるとは思いますが、ここは気持ちの問題だけですので。われわれとしては遵守は
絶対やろうということで入れているものですので、こだわるものではございません。考えます。 
 
（矢島次長） 
 そこは、「原則として」と入ってきますと、全体の期間がずるずるいつまでも長くなるとい
うことにもなるので、他にどこかの個所で入れておかないと。どのぐらい延ばすのかとか、あ
るいは、期間の中断という形で対応するのか、お話いただいている中ではいろいろなことが考
えられると思いますが、いちばん根っこになる期間のところですので、「原則として」と入れ
てしまうと、では、原則以外はどうなのだという話に必ずなって、そこの部分がまたないとい
けないということにもなってくるのだろうと思います。そういう意味では少し整理が必要かも
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分かりません。ご意見がございますか。 
 
（メコンウォッチ松本氏） 
 例えば、最初の「予備審査」は、「1ヵ月」が、「原則として」が付いている。これは「1ヵ
月」にかかるのですね、「原則として」が。今の入柿さんの話で、「原則として」がどこにか
かっているかというのをいちいちチェックしなければいけないかと思いはじめたのですが。そ
うすると、前のほうが流れてきて、本調査の期間が短くなるわけです。つまり、ある事情があ
って予備審査が長く……。 
 
（入柿課長） 
 すみません、今の「4ヵ月」のところは、私の誤解です。申し訳ございませんでした。 
 
（メコンウォッチ松本氏） 
 それなら良かったです。 
 1ヵ月の予備審査が原則ですから、そこのエリジビリティのところで時間を取られることが
あり得るわけです。そうすると本調査のほうの時間が取られるわけです。したがって、今の矢
島さんのおっしゃることを鑑みれば、大きくというか、3ヵ月を超える場合にはその理由につ
いてちゃんと説明するとか、そういう文言があってもいいかと思いますが、やはりここは「原
則3ヵ月」と、「原則」は少なくとも入れてほしい。私は、3ヵ月ではとにかく短いと思ってい
る論者ですので、それでも最大限「原則として」を入れてほしいと思ってます。 
 
（矢島次長） 
 確かに、予備審査のところに「原則として」という形で入ってくると、後ろのスケジュール
がきつくなるというのはおっしゃるとおりだと思いますので、そこは少しＪＢＩＣ側としても
考えたほうがいいポイントではないかと思います。 
 
（発言者Ｂ） 
 今とは別の話ですが、よろしいでしょうか。 
 
（矢島次長） 
 今のところは、ですから、繰り返しになりますが、予備審査のところに「原則」が付いてい
るというところと、全体の「3ヵ月」のところも、平仄を合わせる必要があると思いますので、
そこは修正をするようにお願いしたいと思います。はい、どうぞ。 
 
（発言者Ｂ） 
 10ページ目のいちばん上の●のところの2行目で、「環境担当審査役は、不遵守状況を治癒
するために」ということで、「本行が実施するべき事項を記載することができる」ということ
で、「実施するべき」という文言ですが、非常にこれだと、総裁の上を行くのかという感じも
する。ＪＢＩＣとしても、金融機関ですから対応可能な範囲もあるかと思いますし、その中で
どう対応するかというのは総裁の判断になるわけであります。その総裁の判断をする際に、環
境担当審査役のほうから、こうしたらということが考えられる、ということを出すということ
でありましょうから、「するべき」というのは少し言葉として強すぎて、「実施可能な事項」
とか……。「するべき」というのは、総裁の権限を考える場合には強すぎるのではないかと。
もう少し妥当な表現が必要ではないかと思います。 
 
（入柿課長） 
 分かりました。考えてみます。 
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（矢島次長） 
 5番でございますが、「総裁への報告」のところで、はい、どうぞ。 
 
（ＦＯＥ松本氏） 
 今のご意見ですが、「実施するべき事項」を記載しても、それを最終的に判断するのは総裁
なわけですから、私はここを表現を弱くする必要はないのではないかと思っております。 
 
（矢島次長） 
ただ、最終的に総裁が決めるということであれば、逆にあまり表現にこだわる話でもないと

いうことですね。 
 はい、どうぞ。 
 
（外務省高田氏） 
 さっきの「原則」の場所とかかり方とも関係してくるのですが、そんな勘違いをするのはお
まえだけだと言われればそれまでですが、私も最初に読んだときに誤解をしまして、これは、
報告書を受け取ってから4ヵ月以内ではなくて、いちばん最初の申立からですよね。普通の書
き方は、「報告書を受け取ってから1ヵ月以内に投融資担当部署は回答する」というのが素直
ではないかと思うのです。もちろんきちんと読めば誤解はしないのかもしれませんが、いかが
でしょうか。 
 
（矢島次長） 
 そのほうが分かりやすいというお話です。 
 
（入柿課長） 
 分かりました。 
 
（矢島次長） 
 それは、全体の整理の中で少し考えていただいたほうがいいのかと思います。 
 
（入柿課長） 
 そうですね。 
 
（矢島次長） 
 よろしければ、「7.フォローアップ」のところでございます。ここは2点ございますが、ご
意見はございますでしょうか。 
 特になければ、11ページ、「情報公開」のところ。これは、●で五つほどございますが、全
般についてご意見をいただきたいと思います。 
 
（メコンウォッチ松本氏） 
原則とするという点については改善されていると思ってます。ただ、公開対象文書はいった

いどのぐらいあるのかということを全体を通して整理してみると、実際のところ、最終報告書
とそれに対する投融資部門の意見しか公開対象文書がないのです。それで本当に十分かという
ことをここで改めて議論を提起したい。 
 私たちが提出した3ページの「情報公開」、真中の少し下のところにありますが、われわれ
はここに書いてある「以下の文書を速やかに公開すべきだ」という考え方を持っています。「受
理された申立書」「異議申立手続き開始の決定」。「異議申立手続きを留保する場合の決定と
その理由」、われわれの、原則としては「並行二重手続きの防止」は要らないという点から行
くとここはおかしいのですが、もしそれが残った場合は、それを留保する場合の決定とその理
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由は公開するべきではないかと。で、「却下した場合の事実とその理由」「その却下に対する
申立者の意見」。「報告書に対する当事者からの意見」、当事者はプロジェクト実施主体者と
申立者です。それから、「報告書を受けたＪＢＩＣ総裁の指示」。最後の「実施状況」は、年
次報告書の中に含まれているので、ちゃんと読めば、この最後のは公開されることになってい
るようですので、それはここはいいということです。こうした文書を公開対象にするべきでは
ないかと思っています。 
 
（矢島次長） 
 これについての考え方をもう一度お願いします。 
 
（入柿課長） 
 ここのところで公開対象としておりますのは、まず環境担当審査役の報告書、それから、投
融資担当部署の意見書でございます。個別の案件に絡むものについてはこの報告書と意見書で
ございまして、どちらも本行が作成した文書にしております。本行が作成した文書は公開しま
す、ということにしております。 
 いろいろと言われております、受理された申立書とか、結果的に手続きの開始に至らなかっ
たようなものについては、年次活動報告書の中で、生の資料ということではなくて、活動概要
の中でご紹介していくということを考えているということであります。 
 その考え方の一つとしては、それぞれ、われわれの作ったものでない文書を公開するという
ことについてはそれなりの手続きが要るだろうということで、われわれのほうから積極的に情
報を開示していくという種類のものではないのではないかということ。それから、異議申立手
続きは、濫用について産業界のほうから強い懸念の声が出ているところもありまして、すべて
の申立について申立書を、中には質の悪いものもあるかもしれないということがありまして、
そういったものも含めて全部公開してしまうということでは、手続きそのものは開始されない
としても、濫用した際の目的が達せられることになります。そのへんは十分に配慮したうえで、
ただ、透明性を確保するために、そのへんは年次活動報告書の中で環境担当審査役にまとめて
ご紹介いただくということを考えておる次第です。 
 
（メコンウォッチ松本氏） 
 これは議論してきた点だと思います。しかし、私がここで言っている情報公開というのは、
プロセスの透明性であります。結果に対する透明性はかなり確保されるのではないかと思って
いるのですが、しかし、プロセスの透明性を併せて考えなければいけない。先ほどおっしゃら
れた申立書については、もしそういう危惧があるのならば、予備審査を通過したものとか、な
んらかの要件を付けてもいいと思います。しかし、申立書というのは、一定の条件をパスした
段階、つまり、問題の所在あるいは不遵守との関係性という点において最初の審査をパスした
ものとかについては公開をしていく必要性が、プロセスの透明性を図る意味でも重要です。節
目節目でＪＢＩＣがどうしたのかということを、速やかにその態度についてホームページ等を
通じて公開するということも、やはりＪＢＩＣのこれをやっているプロセスを透明にするとい
う意味では欠かせない情報公開ではないかと思います。 
 
（ＦＯＥ松本氏） 
 情報公開のタイミングの件を確認したいのですが、この報告書は、年次報告書とは別に、出
されればすぐに公開されると理解してよろしいのでしょうか。そのタイミングについても、で
きましたら明確な形で書いていただきたいと思うのです。 
 
（矢島次長） 
 報告書はできた都度ということだと思うのですが、私が言うよりはむしろＪＢＩＣに説明を
お願いします。 
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（入柿課長） 
 バランスを取るために、投融資担当部署の意見書が出たところで併せて公開するということ
になっております。 
 
（ＦＯＥ松本氏） 
 環境担当審査役の報告書と投融資部門の意見書が一緒に出てくるということでしょうか。 
 
（入柿課長） 
 公開ですね、そう考えてます。 
 
（ＦＯＥ松本氏） 
 報告書は3ヵ月以内で、そのあと1ヵ月後に意見書ということですので、これは別々のタイミ
ングで公開していただきたいと思っております。 
 
（入柿課長） 
 タイミングについては整理させていただきたいと思います。 
 
（ＦＯＥ松本氏） 
 私たちは意味があって別にしていただきたいと思っているのです。手続きとしては、基本的
には、3ヵ月以内に報告書が作成されれば、まず総裁に報告されますね、直ちに、で、その後、
1ヵ月後に投融資部門から意見が出されるということですので、これは別のタイミングで出し
ていただきたいと思います。 
 
（発言者Ｂ） 
 別のお話ですが、ＮＧＯの皆さんが話しているやつは、だいたいＯＤＡのプロジェクトをた
ぶん想定してこの「情報公開」をご議論されていると思うのです。民間業界のほうはＯＯＦの
ほうを相当念頭に置いて話をしておりまして、民間ビジネスの世界の中でどういう形で情報公
開がなされて、それがどういうインパクトを与えるのかということはたいへん気にするところ
であります。この点について詳しくまだ分析をやっておりませんので、ＯＯＦの案件の情報公
開については中でもう少し議論をしてみたいと思っております。後日また意見を言うことがあ
るかもしれません。 
 それから、「情報公開」ということで、一般の公開についての議論をされているかと思うの
ですが、ＯＯＦの場合の事業実施主体者に対しては、異議申立の内容は一般に公開はしないと
いう前提で、ただし、異議申立があったということについては、実施主体者には少なくともそ
の全体はきちんと情報公開されるという理解でいいのかどうなのか。もしよければ、それはこ
こに書かないということであれば、どこかでちゃんと担保されるのかどうなのかということを
お聞きしたいと思います。 
 
（矢島次長） 
 今のは、要は、申立が出てきた段階で、実施主体には当然にしてきちっと、これは情報公開
というよりもむしろ、通知するということですね。そこはそういう枠組みになっておりまして、
それがゆえに、逆に名前は出したくないという場合には匿名性があるということです。そこは
間違いございませんが、手続き上はっきりしたほうがいいということであれば、どこに入れ込
むのがいいのか少しＪＢＩＣに検討していただきたいと思います。そこは、皆さん異論がある
ところではないと思いますので。 
 
（ＦＯＥ松本氏） 
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 ＯＯＦのほうの情報公開についてですが、私も、もし虚偽の申立があったものがウェブサイ
トに出るということがあれば、非常にビジネスに影響があると思いますし、これは避けるべき
事項だと思うのです。ですから、先ほど松本さんがおっしゃったように、予備調査が終わって、
これはかなり本格的な調査が必要ではないかというタイミングでＯＯＦの情報公開をずらす
というのは、一つの方法として考えてもいいのではないかと思っております。 
 
（矢島次長） 
 今のは、要は、民間プロジェクトがゆえの競合状況にあるとか、いろいろ特色があるという
ことで、それを踏まえたうえで情報公開のタイミングを少し遅らせてもいいのではないかとい
うお話ですね。その前の段階ですね。ＪＢＩＣ案で、その前の段階の異議申立のところは公開
はしないということになっておりますので、そこのところは違ったご意見ということだろうと
思います。 
 
（ＯＤＡウォッチャーズ坂元氏） 
 細かいことになるのですが、11ページの上のところで「受領後5営業日以内に申立人に書面
で通知する」と書いてあるのです。これは発送主義で考えておられると思うのですが、遠隔地
であることとか、それから、個人の権利義務に関することでもありますので、基本的に到着が
5営業日以内になるべきではないかと考えているわけです。そうすると、5営業日目というのが
きついのではないか。もう一つは、そういう観点から見ると、到達の確認を制度的に保証する
必要もあるのではないかと。ここらあたりは、どのようにＪＢＩＣのほうで考えておられるの
か、まず聞きたい。 
 
（入柿課長） 
 ここは、連絡をわざわざ通知にしているのがまさに発送主義ということなのです。世界各国、
今、いろいろな僻地もあると思いますので、ここを到着主義で何日以内とするのはプラクティ
カルには無理だと考えてます。したがいまして、発送主義のほうで「5営業日」と切らせてい
ただいたところであります。 
 到着の確認ですが、この受領後通知をしたところから予備調査を開始いたしますので、基本
的には申立人にコンタクトするというのが原則になります。したがいまして、形式的に受領し
たかどうかを確認するというプロセスを特に置く必要はないのではないかと考えております。 
 
（ＯＤＡウォッチャーズ坂元氏） 
 これは重要な異議申立の手続きの一環ですので、それぞれまたその次に手続きがあるという
ことかもしれませんが、到達主義にできないというのだったら、制度的に到着しているという
ことを確認しないと申立人に対する非常に不利になる可能性もあります。ここはもう少し詰め
ていただければありがたいと思うのですが、いかがでしょうか。 
 
（矢島次長） 
 要は、確認した段階から、ある意味では起算点と言うのでしょうか、予備調査が始まるとい
う感じですね。これは今、だいたい受理日からずっと進んでいるわけですが、単に確認をすれ
ばいいというお話ですか。そこはかなり細かい実務的な話ですが。 
 
（ＯＤＡウォッチャーズ坂元氏） 
 むしろ、またコンタクトを取られるということかもしれないのですが、5営業日以内に連絡
するというのは、英文で現地の人たちは、英文か現地の公用語か分かりませんが、見るわけで
す。そのときに、発送できてこないと。やはり、一つの制度を立ち上げているわけですので、
なんらかの形で、文書が到着している、こちらのほうの意思を相手に通知しているということ
はどこかで確認する必要があるのではないかと思うのです。これは細かいことで、ここで議論
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するのか分からないのですが。 
 
（矢島次長） 
 分かりました。そこはもっともな面もございますので、具体的に、これについてはどこかに
文言として入れるのか……、いずれにしても次回、そこの実務面を詰めてご説明をさせていた
だきたい。それをＪＢＩＣにお願いしたいと思います。 
 ここは、いろいろ議論いただいた中で、申立の受理の段階、それから、予備審査に入った段
階と、いちいち段階段階で情報公開をするべきであるというメコンウォッチの松本さんからの
ご提言とは、ＪＢＩＣ側の考え方はまた違っていると思いますが、それに対してはご理解をい
ただいておるのですか。 
 
（メコンウォッチ松本氏） 
 ご確認ありがとうございます。理解はしていないので、改めてですが、一つずつ行きます。
私たちが配付した資料の3ページ、まず「申立書」については、先ほど申し上げたように、濫
用云々かんぬんの話もありますので、例えば、予備審査が終わった後とか、そういう条件を付
けて対応できないのだろうか。それから、「手続き開始の決定」。これそのものは別に誰が作
った文書でもなく、こういう決定をしましたということを、プロセスの透明性を図るために公
にする。「留保する場合の決定と理由」、これもＪＢＩＣサイドというか、審査役サイドでや
る決定ですから、これの決定についても公開する。他の人が作った文書でも何でもないわけで
す。それから、「却下をした場合、その理由」です。これも当然ＪＢＩＣが作成する文書です
から、先ほどの理由から行くと、どうしてもこれがよく分からない。 
 それから、「却下に対する申立者の意見」。これは確かに申立者が作るものであります。最
初の申立書もそうですが。これに対しては、申立者に「公開していいかどうか」と、おそらく
確認が必要なものがあればそういうふうにするという対応が可能かと。「報告書に対する当事
者からの意見」についても同じと思います。あと、「総裁の指示」。これはもちろんＪＢＩＣ
サイドの意思決定ですので、これに対しても当然公開はできていいのではないかと思っている
わけです。 
 繰り返しになりますが、年次報告書で結果を透明にするということは分かったのですが、し
かし、基本的に私は、プロセスと。このプロセスが今こういうふうに進んでいるということを
ホームページ等を通じてＪＢＩＣが明らかにするというのは、さまざまな付随的な情報を審査
役のところに届けることにもつながりますから、いろいろな情報を取るという意味でも重要だ
と思いますし、そのときどきで行われた決定が非常にリーズナブルかどうかということをパブ
リックの目にさらすという意味でも、私はとても重要な情報だと思います。改めて出すと、世
界銀行、アジア開発銀行は同様のことをやっているということになりますので、私としては、
さまざまな条件を付けなければいけないものがあるのかもしれませんが、それでも基本的には
こうした文書の公開に向けた対応をお願いしたいと思ってます。 
 
（矢島次長） 
 ご意見は理解できますが、一方で、産業界の方のご懸念のように、一貫して意見を言ってい
ただいておりますが、まだはっきりしない段階でそれが出る、予備審査から本審査に入ったと
はいえ遵守・不遵守についての決定は出てないわけですから、そのあたりの情報が……。これ
は実施主体が国と民間プロジェクトと、当然違ってくる面があるのだろうと思うのです。いろ
いろバリエーションというか、違いがあるでしょう。むしろその点はご理解いただいていると
いうことでよろしいのですか。 
 
（メコンウォッチ松本氏） 
 この点は理解してます。3団体が同じ意見かどうかはともかく、その点については、私は、
このままで行くとＯＤＡの側のアカウンタビリティがかなり落ちるのではないかと思ってい



 

   

 - 52 - 

るのです。今の点は考慮しますが、この点については、ＯＤＡ側の情報公開はこのままでは私
は足りないと思ってますので、できれば避けたいのですが、分けるということも一つの案かと、
ＯＯＦとＯＤＡを。要するに、今のこの案は、ＯＯＦについてはこの適用だが、ＯＤＡについ
てはさらなる公開が必要であると思ってます。本来、私はＯＯＦもそうあるべきだとは思って
ますが、どうしてもそうした民間企業の問題があるのであれば、それもやむを得ないかと。た
だ、今いちばん心配しているのは、このままではＯＤＡ側のプロセスのアカウンタビリティは
きわめて低いものになるというのをいちばん危惧しています。 
 
（発言者Ａ） 
 今の松本さんの意見に私も同意いたします。 
 
（ＯＤＡウォッチャーズ坂元氏） 
全く同じことを言おうと思ったのです、私も松本さんの意見と。だから、基本的に、私自身

も、両者同じような歩調で公開されるべきだと思いますが、一歩譲って、物理的または論理的、
制度的に差があるということで、それを明確に示していただいて勘案するべきではないかと。
私が言いたかったのは、もう一つ、その前の段階の「期間」のときに、だから決定の前ですね、
それにつきましても、先ほども申し上げましたが、私は両方もちろん前の段階で異議申立すべ
きだという立場ですが、論理的に差があるのだったら、示していただきたいと思ってます。 
 

（発言者Ｂ） 
 「期間」のところはリーガルな判断でありますので、別に差を設ける設けないという話では
ないと思っております。 
 「公開」のところでは、基本的に競合関係等がある中でこういう公開があるということで、
重ねてになりますが、一歩譲ってではなくて、死活問題の中の世界で生きておりますので、そ
ういう悠長な話ではない、非常に厳しい中でやり合っておりますので、そういった中での配慮
がなしでは困るということであります。 
 
（発言者Ｉ） 
 前もこのときに発言させていただいたのですが、企業の立場から言いますと、この点は本当
に死活問題で、レピュテーションにかかわってくるところなので、ＯＯＦに関しましては、ぜ
ひとも誹謗中傷して却下になったような申立を公開するというようなことは絶対避けていた
だきたいと考えております。 
 
（ＦＯＥ松本氏） 
 私も先ほど申し上げたかったのはそういうことでして、ただ、ＮＧＯのほうからの提案の中
に書かせていただいている、「報告書に対する当事者からの意見」、あるいは「ＪＢＩＣ総裁
の指示」、あるいは「総裁の指示に対する投融資部門の実施状況」、こういったものはもうす
でに報告書が出た後のことでございますので、こういったものは確実に公開していただく必要
があると思っております。そこのところは確認させていただきたいと思います。 
 
（入柿課長） 
 そこのところは、総裁指示とその実施状況については、年次報告書の中で入れる、報告する
ということにしています。ですから、全く公開しないと言っているわけではないということで
す。 
 それから、プロセスの透明性についてですが、いろいろとご意見をいただきました。われわ
れ側の考えでは、まず、これは検査でございますので、最終的な結果を出すことが目的であっ
て、結果については速やかに公開するということは原則かと思いますが、プロセスについては、
プロセスの中には情報公開法に照らして不開示となる情報も多いと思いますし、検査を進める
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にあたって、プロセスを開示してしまうことによっていろいろな意見を取り入れられるという
長所もあるのかもしれませんが、独立性、中立性を損なうような事態になる可能性もあるわけ
でございまして、基本的には、ここは、積極的に公開するということではなくて、情報公開法
に従って開示請求があれば粛々と公開していくということかと思っております。 
 
（矢島次長） 
 先ほど、ＯＤＡとＯＯＦを分けて、ＯＤＡの透明性をより高めるべきではないかというご意
見がございました。ただ、一方で、国と民間プロジェクトの場合ですと、国が実施主体のほう
が、もともと公的な性格のところなわけですから、それに基づく情報公開は、当然にしてかな
り確保されているとは思うのですが、そうはいっても、プロジェクトの実施主体という意味で
は同じで、必ずしも相手が国だから、いろいろなものをプロセスの段階で公開してしまえるの
かというのは、ＪＢＩＣとしても整理をしなければならないでしょう。もし、例えば、現時点
で何か外務省の方のご意見がありましたら、承っておいたほうがいいのかと……。特にござい
ませんか。分かりました。はい。 
 
（メコンウォッチ福田氏） 
 今、矢島さんがおっしゃった1点だけですが、少なくとも世界銀行、あるいはアジア開発銀
行では、基本的にはパブリックセクターの部分だけで、こういったものを受け付けました、実
際に調査をやります・やりません、こういうレポートが出ました、マネジメントの対応が出ま
したというのは、全部、その節目節目に公開されているということを付け加えたい。 
 
（矢島次長） 
 分かりました。 
 
（ＦＯＥ松本氏） 
 追加ですが、もちろん虚偽の申立があった場合に、それを全部公開する必要は私もないと思
うのですが、虚偽の申立ではなくて、どうして却下されたのか分からないという事例があるこ
とは困ると思っています。そういった意味で、虚偽の申立でない場合は、もし却下する場合は
その事実と理由、それに対する申立者の意見というのは、民間であっても公開する必要がある
のではないかと思っています。 
 
（入柿課長） 
 そこは別に虚偽でなくても、申立を却下するということになったものについて……、そこは
よく分からないのですが、民間であっても、虚偽でない場合は公開すべきだということをおっ
しゃっているのですね。別に濫用が虚偽だけとは限らない話なので、そこの判断は難しいので
はないかと思うのです。異議申立をなんらかの理由で却下しますということになるので、それ
は虚偽だけと限る必要はないのではないかと思います。 
 
（矢島次長） 今ひとつ論点が分かりませんが。 
 
（入柿課長） 
 虚偽とそれ以外は、何が違うのかと思って。どういう意味で虚偽と言われているのか。 
 
（矢島次長） 
 先ほどの産業の方から出た「虚偽」というのは、それによる申立を受理した段階で出るとと
いうお話だったのだろうと思いますので、却下のところで虚偽の話が出たのでは必ずしもない
と私は理解しております。要は、却下した理由は出すべきではないのかというご議論ですね。 
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（ＦＯＥ松本氏） 
 （聴取不能）当然されるべきではないと思ってます。それは、全然、この機能のめざしてい
るところではありませんので、そういったものまで公開する必要は全く私はないと思っている
のですが、民間のプロジェクトでも、住民が申立てた場合に、納得が全然いかないにもかかわ
らず却下されたという場合がもし仮にあった場合に、なぜだったのか、異議申立機関の判断は
どういう理由だったのかというのをきちんと説明する必要があるのではないかということで
す。 
 
（入柿課長） 
 それは公開しないといっているわけではなくて、公開請求があれば対応しますということで、
原則公開であることには間違いないと思うのですが、積極的にこちらから公開する話ではない
のではないかということを申し上げておる。 
 それから、年次活動報告書の中で件数とか却下の理由とか、そういったものは環境担当審査
役がまとめて報告するということにしております。積極的な公開の程度はこの程度にとどめて
おきたいということであります。 
 
（発言者Ｂ） 
 民間の場合に、例えば、英国である場合に、パイプライン敷設の場合などは非常に距離が長
いものですから、ここは日本側ポーション、ここはヨーロッパポーション、ここはアメリカポ
ーションとか分けて工事が同時になされることがあるのです。そのときに、日本側ポーション
のところだけ「異議申立」と付けられて、ヨーロッパの部分とかは何もない。日本側のプロジ
ェクトだけ、「ほら、被害が出ている」と。みんな被害が出ているのだが、日本側だけ「被害
が出ているじゃないか」と言われたりする。それをどう扱うかというのは難しい問題があろう
かと思うのですが、ＯＤＡと違って、民間側の場合については同時並行的にいろいろなプロジ
ェクトが走ったりすることもありますし、そこはいろいろな配慮が要るということをぜひ申し
上げたいと思います。 
 ガイドライン遵守・不遵守については厳密にもちろんやろうと思いますが、情報公開のとこ
ろについてはいろいろな形での配慮が要るということで、そのへんについては、いろいろな面
での、死活的な状況もありますので、そのへんを踏まえて再度、中で議論をしたうえで、必要
ならば意見を申し上げたいと、重ねて申し上げます。 
 
（ＦＯＥ松本氏） 
 今のご意見ですが、もうご理解いただいているとは思いますが、もしパイプラインで日本と
イタリアがやったところだけ非常に問題があるということで異議申立があった場合に、それは
非常に異議申立の制度があってありがたかったということになるのではないのでしょうか。異
議申立機関がなければ、問題があるプロジェクトがそのまま進んでしまうわけですから、それ
は考え方が違うのではないかと思っております。 
 
（発言者Ｂ） 
 ですから、重ねて申し上げているように、ＮＧＯの人は相手国の実施主体者にぜひ積極的に
どんどん働きかけてほしい。要するに、共通土俵について、私どもはイコールフッティングと
いうことで申し上げているわけでありますので、そういうのが必要ならば、それは世界的にど
んどんやってほしいし、環境省の方も環境規制で世界的な規制をどんどんやってほしいと思っ
ております。そこは誤解のないように、一つよろしくお願いしたいと思います。 
 ＮＧＯの人も、日本勢がやらなくなれば他の国が出て行くだけでありますので、それは、そ
こだけやって目的が達せられるわけでは全然ありません。したがって、基本的には、全体の国
としてのプロジェクトについての環境を当然やっていくと。ですから、意見があるならば、相
手の国に対してどんどんやっていくというのが本筋であって、一部のところだけをやって全体
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が解決するかというと、そういうことではない。そこは、日本は日本なりにもちろん努力する
ということであります。私らももちろんこのガイドラインを遵守するという中で動くわけであ
りますが、競争条件を全く無視して走られるということには一定の配慮はぜひ入れてほしいと
いうことで申し上げているわけであります。 
 
（ＦＯＥ松本氏） 
 私は、自分の国の機関が環境破壊をするようなプロジェクトにおカネを出してほしくないと
思っておりますので、まずもって日本の機関に働きかけをしております。もちろん今の方がお
っしゃっているように、日本だけが改善しても問題が解決するわけではございません。ですか
ら、国際的にもこういうきちんとした制度が整っていくように、私は私のキャパシティでさせ
ていただいておりますので、ぜひ、企業の方もそういった働きかけを産業界の中で進めていっ
ていただきたいと思っております。 
 
（矢島次長） 
 この点は、「情報公開」から離れたような、エールの交換のようにも聞こえたのですが。 
 だいぶ時間も経ってしまいまして、「情報公開」のほうは、きょうの新しいご提言というか
流れの中では、民間プロジェクトについての競争を確保するための情報の管理については共通
の理解ができているという中で、むしろＯＤＡの案件についてどういったプロセスの透明性を
高めていくのかという議論になったと思います。ここも、宿題として、ＪＢＩＣもどんなこと
が考えられるのか。先ほどお話しましたように相手が国だからといって何でも出せるのかどう
かという問題もございます。ただ、共通の考え方として、特にＯＤＡのほうはプロセスの透明
性の確保が必要ではないかというご意見だったと思いますので、それを踏まえて、プロセスの
透明性のところの対応をどう考えていくか、あとの年次報告書との関係はご理解をいただいて
きていると思いますので、その点をＪＢＩＣの宿題ということで検討していただきたいと思い
ます。 
 実は最長不倒、最長の時間になってしまいまして、私の議事進行のまずさもあると思います。
最後の「見直し」のところは、ご提言をメコンウォッチとＦＯＥジャパンからいただいており
ますが、これは、前回もこのスコープの枠外で少し議論させていただきたいという整理だった
と思いますので、もし他になければ、きょうはこの「見直し」のところで。 
 次回は、別添のところでもコメントをいただいておりますので、添付のフォームのところと、
審査役の選定の仕方、事務局の構成。このへんは、前回お話した中でうかがったのを踏まえて
提示はしておりますが、やや言葉が足りないところもＪＢＩＣ側の案にあるのかも分かりませ
ん。私の感じですと、考え方に大きな差はないと思いますが。そういう意味では、次回は、フ
ォームのところと選定のところを行って、そのうえで、きょういろいろご示唆をいただいた点、
ＪＢＩＣ側のペンディングに進んでいきたいと思います。 
 ざっと念のため確認をしたいと思います。もし抜けている点があったら言っていただきたい
と思います。 
 まずは、4ページ目の「対象案件」のところで、可能性の恐れというところの「確実に」と
いう表現が必ずしも適切ではないということで、ここを考え直す。これは、次の「申立人の要
件」のところにも出ております。 
 それから、「申立人の要件」のところの二つ目のパラグラフでございますが、「必要性」と
いうところの考え方で、ここも修文が必要ではないかということだったと思います。 
 次に5ページ目で、ここも、（Ｄ）ですが、「将来発生することが確実に」となっておりま
すので、ここも同じ文言修正でございます。 
 次が「プロジェクト実施主体との協議の事実」ということで、これは、前のパブリック・コ
ンサルテーションの理解のとおりで、プロジェクトの実施主体とコンタクトをしても、それが
難しかった場合にはそれを付してということだったと思います。そういった形で修文をしてい
ただきたいと思います。 
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 次に6ページでございますが、「本行担当部署との協議」というところで、前の回のコンサ
ルテーションの場では、「協議」というのは、もう少し軽いというのでしょうか、「コンタク
ト」だったのかどうか私も覚えておりませんが、「協議」というのはきつい表現ではないかと
いうことで、字句を修正する。 
 それから、きょうご提案いただいて、ＪＢＩＣ側はなるほどとおっしゃっていたと思います
が、ＪＢＩＣ側の投融資部門の対応が適切ではなかったという場合にはその内容についても記
載していただくというところは加えていく。 
 次に8ページでございます。ここは「並行二重手続き」のところになりますが、「目的およ
び効率性」というのは、漠然としているというのでしょうか、広すぎるのではないかというこ
とで、実際に何がポイントになってこういう留保という形に入っていくのか、勘案する内容を
分かりやすく記述すべきではないかということだったろうと思います。 
 あとは、やや細かい点でありますが、留保しているときに貸出が終了してしまった場合には
どうなのか。当然、受付の時点ですので、受付要件ですので、失効するということはないと思
いますが、そこはなんらか明示したほうがいいのではないかという点。一方で、主権の尊重も
考えるべきではないかというご意見もいただいたのだろうと思います。 
 次の一事不再理のところでは、「一事不再理」という文言からしますと、「紛争処理手続き」
というのは少し広い概念になっているということで、一事不再理の観点ということですぐに紛
争処理手続きとつながってくるのはおかしいのではないかと。 
 それから、上の「並行二重手続き」とも絡みますが、上の項目では「留保事由の消滅後手続
き開始を決定する」となっているということで、こことの整合性が取れていないのではないか
というご指摘がありましたので、その点を踏まえて修文をいただきたいと思います。 
 それから、このページのいちばん下のところ、「事実の確認」のところでは、環境審査およ
びモニタリングが入ってきたのだろうと思います。 
 9ページ目でございます。いちばん最初の●で、ただし書き以降のところでございますが、
ここのところの文言の整理が必要になってくるということであったろうと思います。 
 それから、9ページ目の（3）の「調査および対話の促進活動実施中の留意点」ということで、
これも先ほどと同じ、並行二重手続きのところは修文が必要であるということだと思います。 
 10ページ目のところは、ここはまず、「総裁への報告」にするのか「フォローアップ」なの
かというところがありましたが、いずれにしても政策の提言というところを入れてくるべきで
はないかと。そういう中で、ご意見として出たのは、10ページ目のいちばん上の●のところの
「治癒するための本行の実施」のあたりに政策提言といった形のものも含めて……、むしろ「フ
ォローアップ」と？ 分かりました。「総裁への報告」あるいは「フォローアップ」のところ
に政策提言といったものを入れ込むべきではないかと。 
 それから、「実施するべき」というところは、あまりこだわりはないですが、やや強すぎる
というご意見が出ましたので、ここは少し勘案していただきたいと思います。 
 10ページのところでは、6番の「意見」のところで、「原則として」と。これは全体にかか
わりますが、「受理から3ヵ月」というところは、受理を起算点にしてすべからく月が決まっ
てます。ここのところは、このほうがむしろ整合性が取れていいのか、あるいは、それぞれの
プロセスが終わったところから何ヵ月後という記載のほうがいいのか、このへんは一般にいろ
いろな方々が読まれる文書であるので分かりやすくというご提言だったのだろうと思います。 
 11ページでございますが、申請手続きの情報公開ですが、最初のＡのところです。通知は発
出ベースで、5営業日以内に発出するというところですが、到着の確認は必要ではないかとい
うことで、これは事務的に可能かどうかということを少しチェックしなければいけないという
ことだろうと思います。 
 最後の項目になりましたが、「情報公開」ということで、きょうのご提言では、ＯＤＡの透
明性ということで、異議申立のプロセスの透明性を確保すべきだというご意見があったという
ことで、そこはどういった形で対応が可能か考えてみるということだったろうと思います。ご
提言の中では、ＯＤＡとＯＯＦと、「情報公開」のところは分けて考えるということも一つの
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方法としてあるのではないかということであったと思います。場合によっては異議申立の「期
間」のところにもそういう考え方は可能ではないかというのが坂元さんからお話があった点で
あろうと思います。 
 だいたい以上かと思っておりますが、漏れたところはございますでしょうか。 
 今申し上げました以上の点につきまして、きょうの積み残しのところが終わった後で、ＪＢ
ＩＣ側からの説明をしていただきたいと考えております。 
 次回は、31日、スタートは10時からということで、場所の関係もございましてお昼までと考
えておりますので、よろしくお願いをしたいと思います。 
 長時間にわたりましてありがとうございました。 
 

以上 


